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平成２０・０３・２７産局第３号 

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

 

ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国の製造業を支えてきたロボット技術・機械技術を基盤とし、ＩＴ技術・知能化技術など

先端的要素技術との融合を促進することにより、家庭、医療・福祉、災害対応など幅広い分

野で活躍する次世代ロボットや新機械技術の開発・実用化を促進し、生産性の向上と人間生

活の質の向上を実現するとともに、我が国経済社会の基盤である製造業の競争力の維持・

強化を目指す。 

 

２．政策的位置付け 

○科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

ロボット・新機械技術は、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推進４分野）の一

つである情報通信分野や、推進分野であるものづくり技術分野、社会基盤分野に位置付けら

れている。 

 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改定版を経済

財政諮問会議に報告） 

産学官連携による世界をリードする新産業群の一つとして位置付けられ、次世代ロボット市

場の拡大に向けて、サービスロボット市場の整備、ロボットの認識技術の開発等必要な取組

を継続することとしている。 

またＩＴによる生産性向上と市場創出のためのＩＴ革新を支える産業・基盤の強化技術として、

新機械技術の重要分野であるＭＥＭＳ技術の重要性が位置付けられている。 

 

○「新産業創造戦略」（２００５年６月経済産業省取りまとめ） 

先端的新産業分野として、「ロボット」を戦略７分野の一つとして掲げ、２０１０（平成２２年）

までの市場規模、その成長に向けたアクションプログラムを盛り込んでいる。当該アクション

プログラムには、ユーザ（施設、地域）を巻き込んだ実証試験を中心としたモデル開発事業に

よる先行用途開発、モデル事業と連携した重要な要素技術や共通インフラ技術の開発支援、

及び人間とロボットの共存に必要な安全性の確保と、保険制度等の制度基盤の整備が提示

されている。 

新機械技術の重要分野であるＭＥＭＳ技術について、当該新産業群の創出を支える重点

四分野（「科学技術基本計画」による）の分野間の融合による推進が指摘されている。 
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○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定） 

ロボット・新機械技術は、生涯健康な社会や多様な人生を送れる社会の実現に向けて、中

長期的に取り組むべき課題として、新たな走行車等の普及促進のための環境整備、高度み

まもり技術導入のためのルール作りなどの安全・安心な社会形成、また、ユビキタスネットワ

ークや民生用ロボットの本格普及に向けた環境整備、低侵襲診断・治療技術の実現、安全・

安心な社会のための将来デバイスの実現、さらに世界的課題解決に貢献する社会のための

新しいものづくり技術など、今後の研究開発の進展等によって、その成果を社会に適用して

いく上で取組が必要であるとともに、随時見直しをし、その取組を加速・拡充していくことが必

要とされている。 

 

○「ロボット政策研究会」（２００６年５月経済産業省取りまとめ） 

ロボットを実際に市場に導入するための政策の強化、ロボットが現実に使われることを想

定した安全性の確保、及び具体的な用途を想定したロボット技術の開発の推進を検討の視

点として、これら課題への対応の方向性をまとめた。 

 

３．達成目標 

（１）我が国製造業の高度化に必要不可欠な基盤技術である機械分野においては、バイオ技

術やＩＴ技術等の異分野技術を活用した従来の機械の概念を超えた新しい機械の創造及び

その計測技術の確立を図ることを目標とする。例えば、２０１５年頃に革新的ＭＥＭＳの本格

普及を目指すことにより、安全・安心な社会の構築に貢献する。 

（２）安全・安心な社会、便利でゆとりある生活の実現のために必要不可欠なロボットは、信頼

性技術、高機能化・知能化技術、システム化技術が特に重要であり、これら技術を開発する

ことで、２０１５年頃には、自律的に多様な作業を行うロボットの実用化を目指す。 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

Ⅰ．ロボット技術開発 

（１）基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

これまでの研究開発プロジェクトの成果を活用し、生活環境やロボットで使用される各種要

素部品をＲＴ(Ｒｏｂｏｔ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ)システムで利用しやすい共通の接続方式、制御方式の

下で利用可能な形で提供（ＲＴコンポーネント化）するための基盤を開発する。これにより既存

の生活環境を簡単にＲＴシステム化し、それらを活用することにより様々な生活支援機能の

提供、基盤ロボット技術の普及と標準化を推進する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通の通信インタフェースとＲＴミドルウェアで動作させる基盤通信モジュ

ール、既存の要素部品をＲＴコンポーネント化したＲＴ要素部品、それらを用いたＲＴシステム
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を開発する。 

 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（２）次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

生活空間や多品種尐量生産の製造現場など状況が変わりやすい環境下では、ロボットの

使用条件や用途は大きく限定されている。これを克服するため、ロボットが確実性（ロバスト

性）をもって稼動し、ロボットの環境・状況認識能力等の向上とともに、ロボットの知能要素を

モジュール化し、その蓄積管理及び組合せ等を可能とする技術を開発する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代ロボットが高度な作業（タスク）を行う上で必要な効率的で実用

的な知能化技術を開発する。具体的には、魅力的でニーズが高いタスクを設定し、知能化技

術モジュールを開発し、高機能なロボットシステムの構築を実証する。 

 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

市場ニーズ及び技術戦略マップに基づき、約１０年後にロボット技術の活用により達成する

ミッションを設定した上で、これを達成するために必要なロボットシステム及び要素技術開発

を、関係府省の連携の下で実施する。 

 

②技術目標及び達成時期 

市場ニーズ及び技術戦略マップに基づき、約１０年後にロボットを活用して達成するミッショ

ンを設定した上で、これを達成するために必要なロボットシステム及び要素技術の開発を実

施する。具体的かつ先端的なＲＴ開発を支援することで、我が国のＲＴ競争力の維持・発展を

図るとともに、研究開発成果の他分野（自動車、情報家電等）への波及を図る。 

 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅱ．ＭＥＭＳの技術開発・新機械産業の領域開拓 

（１）高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 
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従来個別に開発されてきた各種センサならびに通信用デバイスについて、ＭＥＭＳ（Ｍｉｃｒｏ 

Ｅｌｅｃｔｒｏ Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ Ｓｙｓｔｅｍｓ）製造技術を用いて一体形成、高集積化、ナノ機能付加す

ることで、小型・省電力・高性能・高信頼性のＭＥＭＳデバイスを製造する技術を開発する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、以下の開発を行う。 

・ＭＥＭＳ／半導体の一体形成技術の開発 

・ＭＥＭＳ／ＭＥＭＳの高集積化技術の開発 

・ＭＥＭＳ／ナノテク機能の複合技術の開発 

 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト 

①概要 

高信頼性が必要な医療分野や特殊環境等で活用され、医療や安全・安心等の社会的課

題を解決する、小型・高性能・省エネルギーな次世代デバイスの基盤プロセス技術を、ＭＥＭ

Ｓ製造技術とナノ・バイオ等の異分野技術の融合により開発する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、次世代デバイス製造に必要不可欠な基盤プロセス技術群である、バイ

オ・有機材料融合プロセス技術、３次元ナノ構造形成プロセス技術、マイクロ・ナノ構造大面

積・連続製造プロセス技術を開発すると共に、得られた知見を系統的に蓄積しデーターベス

化し、従来の技術情報と統合的に取り扱える知識データベースシステム整備を行う。 

 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

Ⅲ．分析機器産業の技術開発支援 

（１）高度分析機器開発実用化プロジェクト 

①概要 

燃料電池・情報家電・ナノテクといった先端新産業において、材料解析・性能評価・品質管

理等で必要とされる超微量・超低濃度試料の分析技術や機器の開発を行う。これら産業化の

各フェーズに適した分析技術を開発することにより、先端新産業の事業化や製品の高付加価

値化を図る。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに希ガスイオン源を搭載した集束イオンビームの開発、低加速・高分解能・
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高感度の元素分析用顕微鏡の開発、超微量試料用分離・分析技術の開発を行う。 

 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

〔実用化・導入普及促進〕 

ロボットやその関連部品等の見本市の開催等を支援することによって、システム開発者、

要素部品の開発者、ロボットユーザ等の間のマッチングを図り、中小・ベンチャーや異業種企

業のロボット産業への参入を促進する。 

また、市場創出に貢献するロボットを表彰し、ロボットユーザ、メーカから一般の方まで広く

ＰＲする表彰制度「今年のロボット」大賞を共催機関と協力して実施している。 

開発したソフトウェア等の成果については、広く一般に提供するなど積極的な普及を図るこ

とにより、より多くの開発主体がロボット技術開発に参加できる環境を創出し、ロボット技術開

発の裾野の拡大を図る。 

将来のロボットは人に接する場面が多くなるであろう。したがって、ロボットの導入・普及を

促進するためには、安全に対する考え方を整理し、周知することが重要である。平成１９年７

月には人間と共存する次世代ロボットの安全性を確保するための基本的な考え方をまとめた

「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」をとりまとめた。今後は、普及や具体化に向けた取

組みが求められており、技術開発と並行して安全に係るルールなどの整備を推進することで

普及をより現実化させることが必要である。 

ＭＥＭＳの一層の実用化促進を図るため、異分野や製造設備を有していない企業でも容易

にＭＥＭＳビジネスに参入できるように、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システムを開発した。その

成果を活用しつつ、実習を中心とした人材育成及び試作環境の充実、製造拠点（ファンドリ

ー）強化などＭＥＭＳ産業全体の競争力の維持・強化を図る。 

 

〔標準化〕 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては適切な標準化活動（国

際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準団体（ＯＭＧ等）

への提案等）を実施する。 

特に、ロボットの安全基準や性能の評価基準については、過去に実施した研究開発プロジ

ェクト等による実証データや「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」の活用を図りつつ我が

国発の国際標準としての提案について検討し、拡大するロボット市場における国際競争力の

確保を目指す。 

なお、これまでの研究施策の成果である、ロボット部分品の接続の共通化を目指したＲＴＭ

（ロボット・テクノロジー・ミドルウェア）が、ＯＭＧ（ソフトウェア技術の国際標準化団体）におい

て、平成１９年１２月に標準仕様として採択されている。 

ＭＥＭＳ技術・製品を世界市場に広く普及するために技術戦略マップに基づくＭＥＭＳ標準
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化戦略の策定、国際規格案の開発、提案、推進等の標準化活動に継続的に取り組む。 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の

総額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１４年２月２８日付け、２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画制定。 

（２）平成１５年３月１０日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第３号）は、廃止。 

（３）平成１６年２月３日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１５・０

３・０７産局第１１号）は、廃止。 

（４）平成１７年３月３１日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第１６号）は、廃止。 

（５）平成１８年３月３１日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第１８号）は、廃止。 

（６）平成１９年４月２日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第７号）は、廃止。 

（７）平成１４年２月２８日付け、新製造技術プログラム基本計画制定。 

（８）平成１５年３月１０日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局

第６号）は、廃止。 

（９）平成１６年２月３日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第

９号）は、廃止。 

（１０）平成１７年３月３１日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局

第１１号）は廃止。 

（１１）平成１８年３月３１日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局

第５号）は、廃止。 

（１２）平成１９年４月２日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局

第６号）は、廃止。 

（１３）平成２０年４月１日付け、ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画制定。２１

世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１９・０３・１５産局第２号）及び新製造技術プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第３号）は、本イノベーションプログラム基本計画に

統合することとし、廃止。 
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Ｐ０９００８ 

（ロボット・新機械イノベーションプログラム） 

「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」基本計画 

 

機械システム部 

 

１．研究開発の目的、目標及び内容 

（１）研究開発の目的  

我が国産業は、強力な競争力を有する製造業を柱に成長してきたが、情報ネットワー

ク技術の進展や経済のグローバル化によって、激しい国際競争にさらされており、更に

尐子高齢化による技術伝承の困難さ、地球環境問題への対応等、様々な課題に直面して

いる。このような中で、製造業が我が国の産業競争力を支えていくためには、新たな製

造技術の開発により、新しい産業を創出し、製造業での高付加価値化を更に進めること

が必要である。そのためには、これまでの縦割りの技術の深耕ではなく、様々な分野の

技術、科学的知見を融合した新しい製造技術を創り上げていくことが必要である。 

代表的な新しい製造技術であるＭＥＭＳ(Micro Electro Mechanical Systems：微小電

気機械システム)技術は、９０年代に世界に先駆け我が国では産学官での挑戦が始まり、

２０００年以降自動車、各種製造機器、情報機器、通信機器等の小型・高性能化をもた

らし、わが国の産業競争力強化に貢献してきた。 

ＭＥＭＳ技術は、直近の産学官の取り組みである「高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開

発プロジェクト」において、ＭＥＭＳ技術と半導体技術、ナノ技術とを融合し、高集積

化・複合化による多機能デバイスの創出を狙う新たな製造技術を実現したが、今後、２

０１５年以降２０２５年に向けて革新的イノベーションを起こし、更なる市場の拡大を

図るには、従来電子・機械製造技術と完全に異分野とされてきた技術とを融合させる等

により、これまでの製造技術の概念・常識を打ち破った技術を創出することが肝要であ

る。 

ＭＥＭＳ技術戦略マップ２００７年版では、「ＭＥＭＳはトップダウンプロセスである

微細加工とボトムアッププロセスであるナノ・バイオプロセスとを融合させたマイク

ロ・ナノ統合製造技術の確立により、その応用範囲を急速に広げ国家・社会的課題であ

る「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、「安全・安心」分野で新しいライフスタイルを

創出する革新的デバイスとして広く浸透する。」と記載されている。例えば、「医療・福

祉」分野では、人体に与える負荷を極小化させる医療診断システムや、「安全・安心」分

野として、広くセンサネットワークを構築し、災害監視や地球観測に適用可能な宇宙で

使えるような革新的デバイスの創出が望まれている。この革新的デバイスを創出するた

めには、その基盤技術であるプロセス技術の確立が必須である。 

また、全世界的課題として環境エネルギー問題への対応が国や産業毎に強く求められ

ており、革新的次世代デバイスの実用化においては製造プロセス自体の省資源や高効率

添付資料 
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な製造プロセスの実現による低環境負荷化が期待されている。 

このため、本プロジェクトは、サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革

新的次世代デバイスの創出に必要な新しいコンセプトに基づき、基盤的プロセス技術群

を開発し、かつ、そのプラットフォームを確立することを目的とする。 

さらに、低炭素社会づくりに貢献する高機能ＭＥＭＳセンサおよびそれを活かしたネ

ットワークシステムの構築と、革新的次世代デバイスの実用化における低環境負荷型製

造プロセス技術を確立することを目的とする。そのため、我が国のものづくりを支える

中核デバイスの国際競争力強化を目的とした「ロボット・新機械イノベーションプログ

ラム」の一環として行う。 

 

（２）研究開発の目標 

ＭＥＭＳ技術戦略マップ２００７のロードマップによる２０２５年以降の技術等を見

越し、研究開発の目的に即した革新的製造プロセス技術を抽出し、その技術を確立する

ことを目標とする。更に、本技術開発を通じて得られた共通基盤製造技術に関わる知識

を集約し、データベースを整備する。 

具体的な目標としては、プロジェクト３年経過時点において別紙の研究開発計画の研

究開発項目①から④の中間目標を、プロジェクト終了時において別紙の研究開発計画項

目の①から④の最終目標を達成することとする。 

さらに成果の早期実用化に向け、平成２１年度より別紙の研究開発項目⑤を実施し、

平成２２年度末において当該研究開発項目の最終目標を達成することとする。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために以下の研究開発項目について、各項目間の連携にも配慮し

ながら、別紙の研究開発計画に基づき研究開発を実施する。 

本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産

学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事

業として実施する。 

[委託事業] 

① バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発 

 ② ３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発 

 ③ マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発 

 ④ 異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備 

 ⑤ 高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発 

 

２．プロジェクトの実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、経済産業省により、企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等から
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公募によって研究開発実施者が選定され、大学や公的研究機関を中心に企業等が参画す

る集中研方式で平成２０年度より委託により実施している。平成２１年度より、独立行

政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）が本研究開発

を運営・管理するに当たっては、平成２０年度の進捗状況を踏まえた研究開発内容・計

画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審議を含めた評価を行った上で最

適な研究開発体制を構築し、委託して実施する。 

研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、

ＮＥＤＯが指名する研究開発責任者（プロジェクトリーダー）技術研究組合ＢＥＡＮＳ

研究所 所長 遊佐 厚氏を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究

開発を実施する。研究開発責任者は、本研究目的が革新的基盤プロセス技術の開発では

あるが、一方で我が国の競争力のある産業を創るという基本を踏まえて、出口を明確に

意識した研究マネージメント体制を構築し研究を進める責務を持つ。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任

者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及

び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、研究体にプ

ロジェクトの総合調整を行うＮＥＤＯ職員を配置すること、ＮＥＤＯに設置する委員会

及び技術検討会等の外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、プロジェクトリーダ

ー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 

 

３．研究開発の実施期間  

本研究開発の実施期間は、平成２１年度から平成２４年度までの４年間とする。平成

２０年度から経済産業省により「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェク

ト」として実施された研究開発項目①～④については、平成２１年度よりＮＥＤＯの事

業として平成２４年度まで実施する。研究開発項目⑤については、平成２１年度より

NEDO の事業として平成２２年度まで実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義ならびに将来の産業への波及効果等について、研究開発項目①～④については、

外部有識者による研究開発の中間評価を平成２２年度に、事後評価を平成２５年度に実

施し、中間評価結果を踏まえ、必要に応じその結果を後年度の研究開発に反映すること

とする。ただし、研究開発項目②（３）宇宙適用３次元ナノ構造形成技術については、

平成２２年度に事後評価として、最終目標の評価を実施する。研究開発項目⑤について

は、中間評価は行わず、事後評価を平成２３年度に実施する。なお、平成２４年度まで

の各年度末に推進委員会等で各研究開発内容を内部評価し、必要に応じ、プロジェクト
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の加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。評価の時期については、当該研究開発に係

る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直

すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

実施者は、得られた研究成果の普及について、可能な限り、保有する特許等の活用も

含め、最善の努力をするものとする。ＮＥＤＯは、実施者との緊密なる連携の下、標準

化活動を含め必要とされる環境整備等について充分な配慮をするものとする。 

更に得られた知見を逐次データベース化するとともに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援シ

ステム開発プロジェクトや高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開発プロジェクトによる知識

データベースと連動しつつ公開する仕組みを構築し、産業界等に広く普及させる。 

同時に委託研究成果の普及による産業化促進の観点から知的財産を広くライセンシン

グする等の仕組みを構築する。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備または標準化等との連携を図るた

め、データベースへのデータ提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

また、先端分野での国際標準化活動を重要視するという観点から、研究開発成果の国

際標準化を戦略的に推進する仕組みを構築する。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25条の規定等に基づき、原

則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

④人材の育成 

将来の研究開発リーダの育成を図るため、若手研究者等の研究参加を促進する環境を

整備する。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究

開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究

開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、

研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第

１項第２号に基づき実施する。 



 A2-5 

 

（４）成果の産業化 

本プロジェクトは、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要な新たな基盤的プロセ

ス技術を開発することを目指すものであるが、そこに至る途中段階でも実用化が可能な

研究成果については、円滑で迅速な実用化を促進する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２１年３月、制定。 

（２）平成２１年１２月、研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負荷型

プロセスの開発」を追加 

（３）平成２２年３月、研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発 （３）

宇宙適用３次元ナノ構造形成技術」の研究開発の目標を産業化の進展を踏まえ、

改訂 

（４）平成２３年３月、中間評価結果を踏まえ改訂 
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（別紙）研究開発計画 

研究開発項目①「バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）健康・医療・環境分野で、将来必要とされている次世代デバイスとして、常時健康

管理のための体内埋め込みデバイス、超高感度オンサイト予防・診断デバイス、環境改善

及び保全のためのオンサイト環境制御デバイス、環境エネルギー有効活用のためのエネル

ギーハーベスティングデバイスなどが挙げられている。 

（２）これらのデバイス開発には、高感度、高効率、生体・環境適合などの機能や機構を

実現する必要がある。このためには、従来のシリコンを中心とする無機材料に加え、生体

分子、細胞、組織、微生物や合成有機分子などのバイオ・有機材料の持つ特異的な機能を

活かす融合プロセスの研究開発が不可欠である。具体的には、各種材料の融合の際に、各々

の優れた機能を発揮させるため、界面及びナノ間隙における制御プロセス技術が必要であ

る。またデバイスとして機能するためには、バイオ・有機材料を体内などの使用環境にお

いて長期間安定させるためのプロセス開発が必要である。さらに、人工細胞・組織や高効

率エネルギーハーベスティングを実現するために、同種または異種のバイオ・有機材料を

高次構造化させるプロセスの開発が不可欠である。これには、微小器官や細胞の 3次元へ

テロ組織化、有機材料のナノピラー構造やナノポーラス構造を形成するプロセスなどが含

まれる。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、ナノ界面融合プロセス技術、及びバイオ・有機高

次構造形成プロセス技術を開発することにある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）ナノ界面融合プロセス技術 

バイオ・有機材料特有の生体適合性、特異的分子認識能、高効率多段階反応能、高効

率エネルギーハーベスティングなどの機能を最大限に活用するために、材料の配向や選

択的配置、固定化、高密度被覆を実現する界面制御プロセス、及びナノ間隙への材料の

高密度充填プロセスと充填後の平坦化プロセスを研究開発する。また、生体組織内、体

表面、体外でのハイドロゲルや人工脂質二重膜などのバイオ・有機材料の長期間安定形

成プロセスを研究開発する。さらに、上記のプロセスをモデル化し、界面構造の最適化

に向けた解析を実施する。 

 

（２）バイオ・有機高次構造形成プロセス技術  

人工細胞や人工組織、高性能有機半導体など、バイオ・有機材料を構造化することで

高度な機能を発現させるために、材料の相互作用を利用した３次元構造の組立プロセス、

微小器官・細胞の３次元へテロ組織化プロセス、材料の自己組織化能を利用した３次元

ナノピラー構造やナノポーラス構造などのナノ構造形成プロセスの研究開発を行う。さ
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らに、上記バイオ・有機材料を高次構造化するプロセスを評価し、モデル化する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

①ナノ界面融合プロセス技術 

ナノ構造体表面で、生体分子、細胞、組織や合成有機分子の生体適合性、特異的分子

認識能を発現させる。 

機能性分子を脂質二重膜に導入したセンシングモジュールを試作し、24時間以上の生

化学的な機能発現を電流計測等により実証する。 

有機半導体のキャリア拡散距離である 200nm 以下の間隔を有するナノ構造体表面に低

分子有機材料の配向・高分子材料の被覆プロセスを開発する。プロセスの有効性確認の

ため、まず有機薄膜の分子配向制御プロセスを開発し、光電変換デバイスの変換効率が

20％向上することを示す。また、陽極（透明導電膜）上へのナノ構造形成プロセスを開

発し、光電変換デバイスの変換効率が 20％向上することを示す。さらに陰極（金属電極）

上にナノ構造形成プロセスを開発し、発光デバイスの光取り出し効率が 20％向上するこ

とを確認する。有機薄膜の損傷によるデバイス特性の低下を 10％以下に抑える中性粒子

ビームエッチングプロセスを開発する。 

 

②バイオ・有機高次構造形成プロセス技術 

バイオ・有機異種材料による３次元組立プロセス技術を開発する。 

ハイドロゲルの高次構造形成プロセスを開発し、血糖値観察が可能な埋め込み型デバ

イスへ適用し、生体内において 3カ月の機能確認を実証する。 

毛細胆管構造などの微細組織構造を再構成するプロセスを開発し、尐なくとも１つの

典型基質由来代謝物を蛍光光度等を用いて測定し、定量可能な代謝物量を抽出できる細

胞の配置や添加物、培養日数を決定する。 

また、径 50 nm以下の有機分子ナノピラー構造、100 nm以下の均一ポアを有する有機

分子ナノポーラス構造、ライン・アンド・スペース（L／S）＝100 nm以下の網目や直線

構造などのナノ構造を自己組織的に形成するプロセスを開発する。開発されたナノ構造

を熱電変換デバイ スおよび光電変換デバイスに適用し、熱電特性（パワーファクター）

P = 10mWm-1K-2以上、および光電変換効率従来比 20％向上することを示す。 

 

（２）中間目標 

①ナノ界面融合プロセス技術 

最終目標に示されている生体適合性、特異的分子認識能、高効率多段階反応能を発現

させるための、材料及び手法を選定する。配向や被覆プロセス、材料充填プロセス、表

面平坦化プロセスを実現するための材料や手法を確定する。体内で機能するハイドロゲ

ルなどのバイオ・有機材料及び人工脂質二重膜を安定形成する基本技術を確立し、最終
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目標値を達成するための手法を決定する。ナノ界面融合プロセスモデル構築のための、

基本パラメータ群を導出する。 

 

②バイオ・有機高次構造形成プロセス技術 

バイオ・有機異種材料の組立プロセス技術を開発し、最終目標を達成するための手法

を決定する。有機分子ナノピラー構造、有機分子ナノポーラス構造、直線及び網目構造

などのナノ構造形成のための手法を選定する。バイオ・有機高次構造形成プロセスモデ

ル構築のための、基本パラメータ群を導出する。 
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研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）安全・安心・健康な社会を実現するためには、効果的なセンサネットワークを構築

する必要があり、そのためには、センサの感度向上、省電力化、自立電源化、高い耐環境

性が重要となる。さらに、効率的に広域を観測するためには、センサネットワークを拡大

し、宇宙空間から観測網を実現することが重要である。そのための基盤技術として、シリ

コン等の３次元構造にナノ構造材料を集積し、シリコンのみでは得られない機能を発現さ

せる必要がある。これら３次元ナノ構造そのものや、ナノ構造によって実現できる超高感

度センシング、高密度エネルギー貯蔵・変換、複雑な３次元アクチュエーションなどの機

能をＭＥＭＳに付与し革新的次世代デバイスを創出できる。 

（２）上記のデバイスを製造するためには、高アスペクト比・高密度の複雑な３次元ナノ

構造を形成する革新的構造形成技術、及びトップダウン手法により形成された構造にナノ

粒子等のナノ材料の自己組織化を利用したボトムアップ手法により形成された構造を組

み合わせた集積構造の形成が必要となる。さらに、これらナノ構造が革新的機能をデバイ

スに付与するためには、構造の表面物理・化学が重要である。例えば、原子層レベルでの

表面平滑性は、電子移動度や励起子輸送特性の向上、あるいは光学散乱の低減に寄与する。

また、ナノ領域における表面修飾やトライボロジーの制御はナノオーダーのギャップを利

用した電気・機械特性の向上に、複数の構造パターンを有する３次元ナノ構造は宇宙空間

からのマルチバンド観測に必要なフィルタにおける複数の光に対する透過性向上にそれ

ぞれ寄与する。 

一方、上述した複雑な構造形成や革新的機能・諸特性の付与のためには、高アスペクト

比・高密度３次元ナノ構造を超低損傷かつ十分なスループットで製造する技術、必要と

される部位に選択的にナノ材料を自己組織化させる技術、３次元ナノ構造表面を局所的

に修飾する技術、３次元構造表面に均一にナノ構造を転写形成する技術、さらにこれら

のプロセスを理論的に設計・制御する技術の確立が必要である。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術、異種

機能集積３次元ナノ構造形成技術、宇宙適用３次元ナノ構造形成技術を開発することにあ

る。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術 

原子層レベルで平坦かつダメージフリーな被エッチング面を有し、従来のＭＥＭＳ技

術では不可能であった複雑な３次元ナノ構造を形成できる技術を開発する。材料はシリ

コンに限定せず化合物半導体や誘電材料・光学材料等への展開を図る。あわせてこれら

の新規プロセスを設計・制御するためのシミュレーション技術を開発する。さらに、大

規模３次元構造のウェハレベルでの作製が可能なまでに高速化、かつウェハ面内の均一
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性を確保する。 

 

（２）異種機能集積３次元ナノ構造形成技術 

超低損傷シリコン３次元構造表面に機能性ナノ構造を形成するために、ナノトライボ

ロジー、改質など表面の物理・化学的性質を評価・制御してナノ粒子を規則的に配列す

る技術を開発する。また、同様な機能性ナノ構造を成膜プロセスにおいて自己組織化的

に形成する技術を併せて開発する。 

高アスペクト比３次元ナノ構造に機能性材料層を形成するために、３次元ナノ構造深

部まで原料を供給し、かつ界面張力による微細構造のスティッキングを防止するコーテ

ィング技術、成膜技術を開発する。さらに、スループットやウェハ面内均一性の向上を

図る。 

このように形成した異種機能集積３次元ナノ構造を解析し、機能のモデル化・予測を

可能にする。 

 

（３）宇宙適用３次元ナノ構造形成技術 

宇宙空間からのマルチバンド観測に必要なフィルタに、複数の波長の光を選択的に透

過させることのできる複数の構造パターンを有する３次元ナノ構造を形成するために、

トップダウンにより形成された３次元構造に均一にナノ構造を転写形成する技術を開発

する。 

さらに、３次元ナノ構造を形成したフィルタにより宇宙空間において複数の波長の光

が選択的に検出できることを検証する手法を確立する 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

①超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術 

超低損傷エッチングにおいて±10%の精度で予測・設計できるシミュレーション技術を

活用して、被エッチング面の粗さが原子層レベルの超低損傷シリコン３次元ナノ構造（ナ

ノサイズの開口でアスペクト比が 100 以上）をエッチング速度 0.3um/min 以上により形

成するプロセスを開発する。 

超低損傷エッチング技術を活用し、300MHz帯での動作可能な高周波デバイスを試作し、

超低損傷エッチングの有効性を確認する。 

シリコン以外の材料の検討としては、バイオチップ等に用いられる石英、ホウ珪酸ガ

ラス等に対して、フェムト秒レーザーアシストエッチングにより、水平方向、垂直方向

のアスペクト比がそれぞれ 10000、100を実現するプロセスを開発する。 

 

②異種機能集積３次元ナノ構造形成技術 

３次元構造表面の特定箇所に対し、100 nm 以下の径のナノ粒子・自己組織化ドット等
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を配置し、粒子間隔・密度をデバイス構造に対応して高精度に制御する。 

プローブ先端におけるナノトライポロジーモデルを構築するとともに、先端電極部を

100nm以下まで微細化した耐摩耗マルチプローブを試作し、摺動距離 1mを経たプローブ

の接触抵抗値を 1Ω以下に抑えられることを実証する。 

3 次元構造へのナノ粒子配列プロセス技術を開発し、ガスセンサに適用し、エタノール

を対象に濃度 500ppm のガス存在下の抵抗変化比 5を実現する。また、検出対象ガス種を

拡大し、VOC、SOX、NOX等の検出が可能であることを確認する。 

各種金属・半導体表面とナノマテリアルとの 2重認識バインダ分子を構築し、MEMS構

造上への自己組織的ナノ配列プロセス技術を開発し、３次元形状表面のナノチューブ修

飾による潤滑化を検討し、無修飾時に比べ摩擦抵抗を 1/10を実現する。また、直径 100 

nm 以下のナノチューブバンドルを均一性 10%以上でプローブ尖塔に修飾するプロセスを

開発する。 

また、３次元ナノ構造の微細溝や孔（ナノサイズの開口でアスペクト比が 100 以上）

に、金属あるいは酸化膜を空隙なく埋め込む技術を確立する。 

 

③宇宙適用３次元ナノ構造形成技術 

宇宙空間でのマルチバンド観測を実現する３次元ナノ構造形成技術として、トップダ

ウンにより形成された３次元構造に均一に 100nm レベルのナノ構造を転写形成する技術

を構築する。 

さらに、３次元ナノ構造を形成したフィルタにより宇宙空間において複数の波長の光

が選択的に検出できることを検証する手法を確立する。 

 

（２）中間目標 

①超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術 

被エッチング面の粗さが原子層レベルの超低損傷シリコン３次元ナノ構造（ナノサイ

ズの開口でアスペクト比が 30 以上）をエッチングにより形成し、側壁の傾斜角や等方

性・異方性を制御する。 また、超低損傷３次元ナノ構造の形状を予測・設計できるシミ

ュレーションモデルを構築する。 

 

②異種機能集積３次元ナノ構造形成技術 

３次元構造表面の特定箇所に対し、100 nm 以下の径のナノ粒子・自己組織化ドット等

を配置するための表面制御技術を構築する。その際必要となるナノ構造の接触物間作用

力を実用的な精度で測定する技術を開発する。また、３次元ナノ構造の微細溝や孔（ナ

ノサイズの開口でアスペクト比が 30以上）に、金属あるいは酸化膜を埋め込む。 
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研究開発項目③「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）環境・エネルギー、健康・医療分野では、メーター級大面積エネルギーハーベステ

ィングデバイスの大幅な低コスト化とともにマイクロ･ナノ構造搭載による高機能化が期

待されている。また、ウェアラブル発電、安全安心ジャケット、シート型健康管理デバイ

ス等の３次元自由曲面に装着可能な新形態のフレキシブルシートデバイスの実現が望ま

れている。これらの製造に際し、従来の半導体製造装置をベースとした製造技術の延長で

は、真空プロセス装置の大型化の限界、基板の大面積化の限界などの問題が顕在化してき

ている。将来のメーター級大面積デバイスの高機能化、低コスト化のためには、マイクロ・

ナノ構造を有する高品位機能膜をメーター級の基板に真空プロセス装置を用いずに形成

する製造技術の創出が必要となる。また、基板の大面積化を伴うことなく、メーター級の

フレキシブルシートデバイスを実現する、製織技術などを活用した新たな製造技術の創出

が重要である。 

（２）メーター級の大面積基板にマイクロ・ナノ構造を有する高品位機能膜を高速直接形

成する技術として、ナノ粒子など機能材料の塗布プロセスをベースに雰囲気ガスや温度な

どの局所環境制御によりナノ機能材料を活性化する技術、ナノ機能材料の密度や配列を制

御する技術などを融合した革新的次世代非真空プロセスが必要である。さらに、基板の大

面積化を伴うことなくメーター級のフレキシブルシートデバイスを実現するため、繊維状

基材に上記非真空プロセスによる高品位機能膜を高速に連続形成する技術、ならびにこの

繊維状基材を新たな製織集積化プロセスにより機能化・大面積化する技術が必要である。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術、

繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術を開発することにある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術  

局所雰囲気制御下でのナノ材料の塗布プロセスや自己組織化プロセスなどの非真空薄

膜堆積プロセスにより、電子的、機械的、光学的な機能を発現する機能膜、すなわち、

ＭＥＭＳのみならず電子デバイス全般に適用可能なマイクロ・ナノ構造の高品位機能膜

を形成するプロセスを開発するとともに、その高速化に関する研究開発を行う。 

また、この高品位機能膜形成プロセスをスケーラブルにメーター級の大面積基板に拡

張するために、大面積基板の全面に亘り、局所雰囲気を維持したまま高品位機能膜形成

装置を相対移動させるスキャニング技術、高品位機能膜をむら無く形成させる均質塗布

技術、及びその装置化要素技術を開発する。さらに、高品位機能膜形成プロセスとメー

ターレベルのスキャニングとのナノ・マクロ連成解析モデルを構築し、上記プロセスの

最適化に向けた解析を実施する。 
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（２）繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術  

上記非真空高品位ナノ機能膜形成プロセスなどを用いて、繊維状基材上に連続的に均

質な高品位機能膜を被覆することが可能なプロセスを開発する。 

また、高品位機能膜が被覆された繊維状基材に３次元ナノ構造を高速連続形成する加

工技術と、それら多数の異種繊維状基材を製織によって機能化・集積化する技術とを開

発することにより、メーター級のフレキシブルシートデバイスを実現する一連の新規製

造プロセスを開発する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

①非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術 

局所雰囲気制御下で非真空薄膜堆積プロセスにより電子移動度 1 cm2/V･sec 以上の電

子的機能膜やマイクロ･ナノ構造を構成する機械的機能膜を形成可能とする塗布ヘッド

を開発し、メーター級の大面積基板上にスキャニングして、膜厚均一性±10％以下及び

現行真空装置以上の成膜速度 60nm/分で大面積基板に形成可能とするプロセスを確立す

る。さらに、それを実現する装置仕様を決定する。 

 

②繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術 

繊維状基材上に、電子的機能膜としての有機薄膜、マイクロ・ナノ構造を構成する機

械的機能膜としての圧電薄膜、電極薄膜、絶縁薄膜を、各々連続的に 50m/min 以上の線

速にて形成するプロセスを開発する。 

また、繊維状基材に３次元ナノ構造を加工速度 20 m/min以上で形成するプロセスを開

発する。 

さらに、タッチセンサ、超音波アレイや発電シートなどさまざまなデバイスに対応す

る汎用的な素子実装技術と製織技術を開発し、デバイス面積 1 m x 1 m 以上で３種類

以上の素子が密度 400 個/m2で集積されたメートル級布状デバイスを実現する。 

 

（２）中間目標 

 ①非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術 

最終目標に示される電子的機能膜、機械的機能膜を形成する基本プロセスを開発する。

また、大面積化に関しては、最終目標の膜厚均一性、パターニング分解能（200μm以下）、

及び成膜速度を達成する手法を決定する。 

 

②繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術 

繊維状基材上に、上記非真空薄膜堆積プロセスにより、最終目標に示される電子的機

能膜、機械的機能膜、及び光学的機能膜を形成する基本プロセスを開発する。また、ナ

ノ機能膜が被覆された繊維状基材に３次元ナノ構造を形成するプロセスを構築する。さ
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らに、シート型デバイスを実現する製織集積化基本プロセスを開発する。 
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研究開発項目④「異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）現状において異分野融合型次世代デバイス製造技術に関しては未知の分野であり、

科学技術的知見の蓄積・整理が強く望まれている。 

（２）異分野融合型次世代デバイス製造技術の開発の成果あるいはこれに関連する新たな

る知見については、これら革新的次世代デバイスの開発を目指す企業研究者・技術者が容

易に利用できるようにすることにより、新製品開発・実用化や新たな産業の創造に資する

ことが期待される。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データ

ベースの整備を行うことにある。 

 

２．研究開発の具体的内容  

異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見を

系統的に収集･蓄積し、データベース化する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見

（文献情報、特許情報、及び研究成果を含めて）を系統的に蓄積してデータベース化す

るとともに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム開発プロジェクトや高集積・複合ＭＥ

ＭＳ製造技術開発プロジェクトなどでこれまで蓄積した技術情報を統合的に取り扱える

知識データベースシステムを開発する。また、蓄積するデータ数は 1,500 件以上とし、

この知識情報をＭＥＭＳ用設計・解析支援システムで活用できるようにする。 

 

（２）中間目標 

異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見

（文献情報、特許情報、及び研究成果を含めて）を系統的に蓄積してデータベース化す

るとともに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム開発プロジェクトや高集積・複合ＭＥ

ＭＳ製造技術開発プロジェクトなどでこれまで蓄積した技術情報を統合的に取り扱える

知識データベースシステムを開発する。また、蓄積するデータ数は 500 件以上とし、こ

の知識情報をＭＥＭＳ用設計・解析支援システムで活用できるようにする。 
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研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）工場等の製造現場において、原材料や使用資源のきめ細かい状況モニタリングと制

御を行う微細・極小、高機能なセンサの実用化により、製造プロセスの省資源化、高効率

化の実現が期待されている。 

（２）小型で低コスト、かつ信頼性の高いワイヤレスセンサとすることで、設置にあたっ

ての大がかりな工事を必要とせず、既存施設にも低コストでの導入が可能となる。合わせ

て、センサの製造において低環境負荷型の製造プロセス技術の開発を行うことで、生産シ

ステムの低炭素化にも貢献が可能となる。 

（３）そこで、本プロジェクトの研究開発項目①から③で開発したプロセス技術等を活用

し、高機能センサネットシステム・センサモジュールの事業化と、低環境負荷型製造プロ

セスの確立に向けた開発・実証研究を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容  

① 高機能センサネットシステム開発 

 大口径ＭＥＭＳ用クリーンルームにおける各製造・評価装置や空調、純水製造等の周辺

装置の消費エネルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスなどをセンシングすることに

より、省資源、高効率に最も適した集積化センサチップ及びセンサネットワークシステム

を検証し、省エネルギー、低炭素化などに関する効果を分析するための、センサネットワ

ークシステムを試作する。 

また、低環境負荷型及び異分野融合型次世代デバイス製造技術で開発したプロセス技術

を活用した高機能集積化センサチップの開発に向け、ワイヤレス通信、エネルギーのワイ

ヤレス自立、小型・薄型化と、エネルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスなどの高

感度センシング機能、新たなセンシング原理を開発し、これらの数値を収集する。 

 

② 低環境負荷型プロセス技術開発 

シリコン貫通深掘り加工において、温室効果ガス排出量削減に向けて、温暖化係数の高

い SF6 から代替ガスへの切り替えと、エッチレート高速化によるガスの消費量低減および

エネルギー消費効率の向上など環境負荷の小さい高効率なエッチングプロセスの開発をす

る。 

また、ウェハ・ツー・ウェハとチップ・ツー・ウェハ技術を組み合わせて、ウェハサイ

ズ、チップサイズ、チップ厚さに関わらず、様々な異種デバイスをウェハレベルで一括集

積化する技術も開発する。さらに、従来のシリコンに比べ高い機械特性を有するポリマー

材料を使ったＭＥＭＳを開発するとともに、従来のシリコンＭＥＭＳと異種材料ＭＥＭＳ

との多層集積化技術を開発し、環境負荷低減プロセスを提示する。 

さらに本プロジェクト成果のデバイス機能検証のためのＴＥＧ(Test Element Group)ウ



 A2-17 

ェハを設計開発及び試作すると共に、大口径ＴＥＧのデバイス・プロセス設計及び試作を

行う。 

３次元構造かつ可動部から構成される高機能センサ製造に不可欠となる設計―検査間の

情報共有化フレームワークを構築し、そのフレームワーク上でマスク、３次元構造、及び

機械的・電気的特性に関する設計情報を製造・検査に利用するだけでなく、非破壊検査装

置の計測データを設計にフィードバックし、歩留まり・品質、スループットの向上を図る

とともに、製造設備の電力使用量や温室効果・有害ガスの排出量などのデータを活用し、

デバイス設計時から環境負荷を考慮した情報共有化技術を開発する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

① 高機能センサネットシステム開発 

検証用のクリーンルームにおいて、従来比（1990 年比）CO2 削減 60％のセンサネット制

御システムを開発する。また、一辺 30mm、厚み 10mm 以内に複数のＭＥＭＳセンサと処理回

路、無線回路、エネルギーデバイスとの融合を想定したセンサモジュールプラットフォー

ムを作製する。 

 

② 低環境負荷型プロセス技術開発 

現状の SF6 ガスに対し、複数の代替候補ガスを調査・検討し、温暖化ガス排出量を 90％

以上削減可能とする最適代替ガスの選定指針を得る。また高機能デバイス薄膜の集積化に

関し、250℃以下で大気圧付近から真空で封止できる接合方式を決定する。さらに生体適合

性ポリマーを用いたＭＥＭＳ製造プロセスにおいて、シミュレーションを用いて機械特性

などの機能数値を具体的に示す。 

大口径ＭＥＭＳ用試作ラインにて、センサ用途等ＴＥＧの設計および試作を複数種類行

い、歩留まり、生産性、効率性のデータとデバイスの動作を妨げる製造装置、製造プロセ

ス、デバイス構造起因の欠陥・ばらつき等の課題を抽出する。研究開発項目②「３次元ナ

ノ構造形成プロセス技術開発」の成果である中性粒子ビームエッチングをセンサＴＥＧに

適用し、デバイス性能への効果を検証する。 

設計・計測・ファブ環境情報において共有化する情報を類型化し、データ共有化のため

のデータフォーマット、それに付随する基本ソフトウェアの開発を行い、ＭＥＭＳ-ＴＥＧ

を用いてデータ交換および設計手法の検証を行う。また、クリーンルームおよび製造・検

査装置に関わる消費エネルギー、二酸化炭素排出量など環境情報の収集管理の方法を決定

する。 



 

 

 

 

 

 

MEMS 分野 
 

 

 

MEMS(Micro Electro Mechanical Systems:微小電気機械システム)とは､電気回路(制

御部)と微細な機械構造(駆動部)を一つの基板上に集積させたセンサやアクチュエータ

などのデバイス・システムのことであり､我が国の強みである半導体製造技術やレーザ

ー加工技術等の微細加工技術に代表されるナノテクノロジーや各種材料技術等を駆使

して製造される｡MEMS の最大の特徴は、様々な機能を持ったデバイスの小型化や集積化

を実現している点にある。例えば、MEMS の代表格であるセンサは小さい方が望ましく、

微小化することで、軽量化、省スペース、高速化は当然ながら、物理量や化学量を測る

際、小さいほど測定対象に影響を与えにくく、ピンポイントで測定点の正確な情報を感

度良く得ることができる。また、MEMS は半導体製造技術を使って大量生産するため、

部品が小さくなるほど、同じ材料や手間でより多くのデバイスを製造することができ、

資源や消費エネルギーの節約につながり単位当たり製造コストが低減されるとともに、

シリコン単結晶などの機械的特性に優れた材料を使用するため、製品の信頼性が向上す

る。さらに、異種のセンサや電子回路を集積化することで、単体では得られない機能や

性能を高いレベルで得ることができ、新しいシステムの創製につながる等、数々のメリ

ットがある。MEMS は情報通信､医療･バイオ､自動車､ロボット､航空･宇宙､福祉など多様

な分野における小型･高精度で省エネルギー性に優れた高性能のキーデバイスとして期

待されている｡このため､基幹部品の高付加価値化による我が国製造業の国際競争力の

強化のみならず､新しい価値を生み出す革新的な MEMS の開発を通して新産業の創出を

支える観点からも重要な技術分野である｡ 

以上の点から､今後 20 年程度を見据えて､日本の MEMS 産業の国際競争力維持･強化及

び革新的な MEMS デバイスの創出に必要とされる､高機能化､小型化､低コスト化､異分野

融合等の MEMS 製造技術を俯瞰し､要素技術を抽出するとともに､今後の技術の発展をロ

ードマップとして描いた｡ 
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MEMS 分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ.導入シナリオ 

（１）MEMS 分野の目標と将来実現する社会像 

既に実用化されている単機能 MEMS については､自動車用センサやインクジェットプ

リンタヘッド等の分野で日本企業も健闘しているが､通信やプロジェクタ等に使われ

る光 MEMSや､今後の実用化が期待されるバイオ MEMSの分野では欧米諸国が一部先行し

ている｡我が国製造業の国際競争力を確保するためには､製造業の基盤を支えるキーテ

クノロジーの 1つとなる MEMS の製造技術を一層高度化する必要がある｡ 

一方､MEMS 産業の裾野を拡大し､多様な分野において多様な主体が MEMS 製品の開発･

実用化に取り組むことが同分野の基盤強化のために重要である｡特に､製造設備を有す

る大手企業のみならず､MEMS を活用した製品アイデアを有する異業種のベンチャー企

業等が容易に MEMS 開発に取り組める環境を整備することが必要である｡ 

以上の点から､①IT 技術､各種異分野技術等の先端的要素技術との融合を促進するこ

とによりMEMSの製造技術の一層の高度化をはかること､②MEMSデバイスの開発･実用化

を促進するための環境整備を通して MEMS 産業の裾野拡大をはかり､人間生活の質の向

上を実現するとともに､我が国経済社会の基盤である製造業の競争力の維持･強化を図

ることを目的とする｡これにより､後述するような環境･エネルギー分野､医療･福祉分

野､安全･安心分野を実現する革新的な MEMS 製品群を生み出すプロセス技術を開発す

る｡ 

 

 

 

光通信デバイス

モバイル通信用 

ＲＦデバイス 

自動車のエアバック用加速度センサ 
プロジェクタの表示

【光 MEMS】 

【RF-MEMS】 

【センサ MEMS】 

多様な分野で活用されるMEMS例 
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10 年後の MEMS 製品の具体的イメージ                          (参考) 

【光 MEMS】 

MEMS 技術を用いることにより､光通信網で用いられる小型､高性能の光スイッチが

実現し､従来の光電変換型のスイッチに比べ､省スペース､省エネルギー､低コスト化

の効果が得られる。これにより、通信速度の向上とともに災害時のバイパス回路の

冗長度が増すなど高度情報通信社会の一層の高速化､信頼性向上に貢献することが

期待される｡さらに､AO(Adaptive Optics)やイメージング装置等の光の計測の高分解

能･高機能およびマイクロ波フォトニック分野での応用が期待される｡このような光

MEMS の実現には､立体構造上へのパターン形成技術､機能性材料の開発とその厚膜形

成技術､制御用素子との集積化技術などが重要と考えられる｡ 

【RF-MEMS】 

携帯電話等のモバイル機器に用いられている高周波部品の多くが MEMS 部品に置

き換わることにより､低消費電力､低コストでの数十 GHz の通信帯域が利用可能にな

り､有線 LAN 並みの情報伝達能力が実現される｡また同時に高周波部品の一体化製造

が可能となり､携帯電話の省電力､省スペース化､高機能化が図られる｡このような RF

（Radio Frequency）-MEMS の実現には､機能性材料の開発とその厚膜形成技術とナノ

材料局所形成技術などが重要と考えられる｡ 

【センサ MEMS】 

自動車のエアバッグ作動スイッチとして既に用いられている加速度センサ等の

MEMS が､より小型化､低コスト化､高機能化することで､現状では高級車にしか採用さ

れていないようなセンサ(各種姿勢制御用センサ､赤外線センサアレイ､障害物探知

用のレーザーレーダ等)を小型の一般車に採用することができ､交通のより一層の快

適性､安全性の向上に資する｡また､携帯電話をはじめとする通信分野､アミューズメ

ント分野､セキュリティ分野､宇宙分野等幅広い分野で小型･高機能センサが使用さ

れる｡このようなセンサ MEMS の実現には､MEMS･半導体共存構造の成形技術と MEMS･

半導体共存の接合･組立技術などが重要と考えられる｡ 

【バイオ MEMS】 

携帯可能な安価で小型の生体成分検査キット・バイオセンサを用いたウェアラブ

ル MEMS デバイスが開発され､病院外(在宅や屋外)での診断や予防医療が広く行われ

るようになる｡携帯電話やインターネットに接続した情報端末との組み合わせによ

りその効果は更に大きくなる｡各種バイオ MEMS の実現には､化学的･バイオ的表面修

飾技術とナノインプリンティング技術､MEMS をプラットホームとした細胞･生体高分

子の研究用デバイスおよび細胞･組織両方を対象とする再生医療用プラットホーム

の実用化が重要と考えられる｡この実現には､分子･細胞と融合した計測方法技術お

よびMEMS構造の構築やマニュピレーション技術等と生体適合性材料の技術が重要と

考える｡ 
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上記に加え､それぞれの MEMS が他の MEMS や CMOS※1-LSI などの半導体回路と一体集

積化され､一層の小型･高機能化､及びトータルとしてのコストパフォーマンスの向上

が図られることにより､自動車分野での用途拡大や情報･通信分野､医療･福祉分野､食

品分野でのコンシューマ用途への展開などを主として､広範囲なアプリケーションの

拡大が予想される｡ 

※1 CMOS（Complementary Metal Oxide Semiconductor）：相補型金属酸化膜半導体 

 

20 年後の MEMS 製品の具体的イメージ                          (参考) 

MEMS はトップダウンプロセスである微細加工と､ボトムアッププロセスであるナ

ノ・バイオプロセスとを融合したマイクロ・ナノ統合製造技術の確立により､その応用

範囲を急速に広げ国家･社会的課題である｢環境･エネルギー｣､｢医療･福祉｣､｢安全･安

心｣分野で新しいライフスタイルを創出する革新的キーデバイスとして広く浸透して

いる｡ 

◆環境･エネルギｰ分野 

【エネルギー・ハーベスティングデバイス】 

光・熱・振動・生体物質等周辺環境からエネルギーを吸収し、蓄電する小型デバ

イスが、マイクロ加工とナノ・バイオ融合によるエネルギー変換効率の向上と、実

効表面積の向上の両立によって実現する。このデバイスは未利用エネルギーを有効

に利用できる優れた環境性を有するが、さらに省電力・高効率化が進んだ各種セン

サ、アクチュエータと組み合わされ、大きな波及効果を生む。例えば、ワイヤレス

センサネットワークを構築する際に、本デバイスを各ノードに組み込むことで、電

池交換不要等のメンテナンスフリーとなり、社会全体に広がり快適・安全・安心な

社会が実現される。また、体内埋込機器のエネルギー自給が可能となり、健康・医

療分野での QOL（生活の質）革新に寄与する。このデバイスの実現には、3次元ナノ

構造形成技術と、新規の有機機能材料、バイオ材料に加え、それら材料とナノ構造

表面との界面制御技術が必要となる。また、実用化に際し、十分な電力供給を可能

とするため cm オーダーの面積が必要となるが、ナノ構造を広い面積全体に実現して

いく大面積化もポイントとなる。 

【オンサイト環境浄化デバイス】 

大気、及び水質の浄化は人口の急速な増加が現実のものとなる 21 世紀半ばにおけ

る世界規模の課題である。大気浄化に関しては自動車、湯沸かし器、メタノール使

用小型燃料電池などから排出される二酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物などの大

気汚染物質を、発生源に極めて近い場所、すなわちオンサイトで固定し、大気中へ

の排出を防ぐ小型デバイスが実現される。一方、水質浄化は水の有効利用ニーズの

高まりに対応し、使用後の上水を浄化した中水を利用する小型オンサイト水浄化シ

ステムが一般家庭に普及する。これらデバイス、システムはマイクロ加工と、ナノ
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構造製作技術、微生物を利用するナノ・バイオ融合により実現する。これらの汚染

物質は、いったん排出されれば極めて低濃度となり回収が不可能となる。しかし、

高濃度である排出源近傍において高効率に汚染物質を固定することができる本デバ

イスは、大きな優位性を有する。例えば、二酸化炭素においては、これまで排出量

のほぼ半数を占めておりながら、回収が全く不可能であった分散排出源からの二酸

化炭素を回収することで、地球温暖化防止に対し極めて大きな貢献となる。このデ

バイスの実現には、汚染物質を分離するフィルタ製作のためのナノ構造作製技術、

汚染物質を吸収・固定するナノ構造をもつ新規材料及びその加工技術､また有害物質

固定を実現する微生物や生体物質をナノ構造表面上で機能させるためのナノ・バイ

オ界面制御技術が重要となる｡実用化に際しては､汚染物質排出量に応じ､cm オーダ

ーにまで大面積化する技術､およびパッケージング技術がポイントとなる 

【超高感度環境物質検出デバイス】 

極微量の環境物質を､高感度に､かつオンサイトで検出する小型デバイスが実現さ

れる。金属ナノ構造による表面電場増強の利用、自己組織単分子膜（SAM）の選択的

成膜などによる表面機能付加による検体の選択的吸着、マススペクトロメータや THz

分光分析装置のような高性能であるが大型、高価な装置をダウンサイズしてコモデ

ィティ化するような技術開発により実現する。本デバイスは特にマイクロ加工によ

り小型化された流路、反応チャンバなどの化学分析システムと組み合わせることに

よりオンサイト計測が可能となり大きな波及効果をもつ。例えば、センサネットワ

ークのセンサとして機能し、各地の環境汚染物質をリアルタイムで高感度に検出す

ることで、安全・安心な社会へとつながる。実用化に際しては、再現性が高く、ま

た使い捨てが可能な安価な製作プロセスの開発が不可欠である。 

◆医療･福祉分野 

【超小型体内留置デバイス】 

体内局所に長期間留置可能な超小型デバイスが実現される。腹腔や皮下、消化器

官内・血管内などに滞在し長期間の物理センシングおよび生体成分センシングを可

能にする。一定の場所に位置する他、受動的な移動、自ら能動的に移動することで

がんなどの病変部を高い確率で発見し、必要に応じて病変部を治療することもでき

る。このため早期発見率、治癒率が向上する。バッテリーにより電気的に駆動され

るデバイスの他、高周波給電によるワイヤレス駆動や、電源を必要としない原理の

超小型型デバイスも考えられる。例えば、微粒子型デバイスとして体外からの X 線

や超音波、磁気などの働きかけによって周囲の環境によって造影状態が変化する造

影剤のように機能し、デバイス周辺の血糖値や温度､圧力などの情報を 24 時間モニ

タリングできる。血液循環において肝臓の門脈などに小型のデバイスを長期間滞在

させることが可能であり、糖尿病患者の血糖管理などに役立つ。これらの体内留置

デバイスの実現には、異種材料により構成される 3次元構造形成と､長期間の体内留
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置を可能とするナノ界面制御技術が不可欠である。 

【生体機械ハイブリッドデバイス】 

生体分子や細胞などが融合したハイブリッドなデバイスが実現される。生体材料

や機能的高分子材料を用いることで生体情報や環境情報を、従来のセンサに比べ、

高速・高感度にセンシングすることができる。これらは、生体に馴染む材料や機構

から成り立っているため、生体と機械とのインタフェース(BMI(Brain Machine 

Interface)など)の強力なツールとなる。例えば、生体分子として膜タンパク質など

が活性を維持したまま人工膜上に再構成され、においセンサや味センサなどの超高

感度化学量センサとして機能する。また、フレキシブル基板上に神経細胞が 3 次元

培養され､これらを脳表面に当てることで､神経細胞が脳内に軸索を伸ばし､所望の

細胞とシナプス結合できるようになる。人工デバイスで制御可能な細胞を通じて、

フレキシブル基板から電気・化学的な信号を計測したり、刺激が行なえるようなイ

ンタフェースが実現する。これらのデバイスの実現には、生体材料の活性を維持し

たまま組み込むナノ界面制御技術が必要となる。 

【シート型健康管理デバイス】 

体表面に湿布のように貼り付けることによって、健康を管理するウェアラブルデ

バイスが実現される。フレキシブルな多層構造の中に無数のセンサやアクチュエー

タが分布し、貼った部分の組織表層ばかりでなく内部の情報をセンシングし、裏面

ディスプレイに可視化表示したり、貼った部分からのセンシングに基づいた、きめ

細かい体内への投薬操作や傷口の治癒促進など簡単な作用を施すことができる。こ

のようなウェアラブルデバイスは、携帯電話やインターネットに接続した情報端末

との組み合わせにより、情報の集積分析、リアルタイムな診断が可能となり、その

効果は更に大きくなる。例えば、画像診断においては、シート表面に薄型超音波セ

ンサアレイが集積化され裏面には平面フレキシブルディスプレイがあるデバイスで

は、取得した超音波エコー画像を素人でも 2次元の大面積で観察できる｡侵襲なく貼

り付けることができるため､健常者でも血流や心臓の様子などを判断でき､健康管理

に利用できる｡また､手術時に医師が容易に体内を観察できるツールにもなる。この

ようなデバイスの実現には、伸縮性のある配線やデバイス技術、大面積集積化技術

が重要となる。 

◆安全・安心分野 

【ユビキタスセンサネットワーク用多機能センサデバイス】 

多数で多様なセンサが分散配置され、センサ同士がアドホックネットワークを形

成して、ネットワークを通じて様々な状況や情報の入手が可能となり、防犯・セキ

ュリティ、環境リスクへの対応、農産物のトレーサビリティの向上が図れ、安全・

安心な社会を実現するユビキタスセンサネットワークを構成する多機能センサデバ

イスが実現される。さらに、効率的に広域を観測するために、センサネットワーク
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を拡大し、宇宙空間からの災害監視や地球観測が可能な革新的なセンサデバイスが

実現される。これらデバイスの実現には、高アスペクト比・高密度 3 次元ナノ構造

を低損傷かつ十分なスループットで製造する技術、必要とされる部位に選択的にナ

ノ材料を自己組織化させる技術､3次元ナノ構造表面を局所的に修飾する技術､3次元

構造表面に均一にナノ構造を転写形成する技術等が必要となる。 

【雰囲気伝送・再生デバイス】 

人と人とのコミュニケーションをよりやさしく容易にする未来デバイスが実現さ

れる｡例えば、人間の五感のうち､20 世紀よりすでに実用化されている聴覚､視覚伝送

デバイスに加え、臨場感の元になるにおいや触覚のセンシングと伝送を可能とする

デバイスが出現する。本デバイスは化学物質や触感などを検知するセンサと、再生

のためのアクチュエータを基礎部品とし、それらを携帯端末に実装した「集積化タ

イプ」と、壁紙並みに薄くて軽量な大面積シート中にちりばめられた「壁紙タイプ」

として実装され、視覚や聴覚素子と組み合わせて超臨場感を手軽に、いつでも、ど

こでも得ることができるようになる。 

【壁紙型アンビエントインテリジェンスデバイス】 

壁紙のように軽量かつ大面積を覆うシートエレクトロニクスデバイスが、視覚、

聴覚、触覚、嗅覚などの雰囲気伝送に重要な役割を果たすとともに、安全・安心・

豊かな生活に貢献する。例えば、シール状のデバイスを張り合わせるだけで作製可

能なインタラクティブ掲示板により、見る人に合わせた情報をリアルタイムで提供

するとともに、ネットワーク検索機能や翻訳機能により人と人とのコミュニケーシ

ョンをより自然に行う手助けをしてくれる。また、壁紙デバイスが環境の異常を検

知し、携帯端末と連動して安全・安心な暮らしをサポートする。 

このようなデバイスの実現には、大面積シートの加工技術や機能素子のシートへ

の埋め込み技術、量販店で購入した部品をシール貼りの要領で重ねるだけで配線が

自動的に形成される自己組織的配線技術、その場で柔軟に状況認識を行うことので

きる集積回路システム技術、などが必要となる。 

【万能携帯】 

壁紙型デバイスと連携して、視覚、聴覚、触覚、嗅覚などの雰囲気伝送に重要な

役割を果たすとともに、安全・安心・豊かな生活に貢献する。顔と名前の一致しな

い人の記憶を呼び覚ましてくれたり、翻訳機能により言葉や習慣の違う人々の交流

を容易にしたりと、人と人とのコミュニケーションをより自然に行う手助けをして

くれる。また、携帯端末に実装可能に小型化されたレーダー、環境センシングデバ

イス、ヘルスケアデバイスがすべて「万能携帯」に実装されることにより、暴漢・

自動車などの接近、危険な化学物質濃度の上昇などの危険な状態を避けることを可

能にし、急病や急な事故などを自動的に検知し救助を求めることができるようにす

る。これらにより、安全・安心・豊かな生活に貢献する。デバイスの実現のために
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は、マススペクトロメータや THz 分光分析装置のような､高性能であるが大型､高価

な装置をダウンサイズしてコモディティ化するための技術開発､特に深掘り3次元構

造と､3 次元構造上への成膜技術､その場で柔軟に状況認識を行うことのできる集積

回路システム技術、などが必要となる。 

（２）研究開発の取組 

研究開発の推進については､MEMS の一層の高度化に資する技術開発が重要である｡例

えば､高集積化･複合化・ナノ機能付加を図るとともに、次世代キーデバイスを生み出

すための革新的デバイス基盤技術を確立するため、産学官連携のもと、従来異分野と

されてきたバイオテクノロジー等との融合を図りながら研究開発を促進することが必

要である｡ 

このため､MEMS の一層の高度化に資する技術開発(高集積･複合化・ナノ機能付加技術、

革新的デバイス基盤技術、等）を実施する。 

（３）関連施策の取組 

MEMS 技術･製品を世界市場に広く普及するために技術戦略マップに基づく MEMS 標準

化戦略の策定､国際規格案の開発､提案､推進等の標準化活動に継続的に取り組むこと

が重要である｡ 

MEMS の一層の実用化促進を図るため､他産業の企業や製造設備を有していない企業

でも容易にMEMSビジネスに参入できるように､MEMS用設計･解析支援システムを開発し

た。その成果を活用しつつ、実習を中心とした人材育成及び試作環境の充実、製造拠

点（ファンドリー）強化など MEMS 産業全体の競争力の維持･強化を図ることが重要で

ある｡ 

これらの取組は､MEMS の新たな製造技術開発の進捗に合わせていち早く実行するこ

とが重要である｡ 

〔導入補助･支援〕 

･研究開発施策の成果を活用した MEMS 用設計解析ソフト(MemsONE Ver.1.0)の商用展

開や､MEMS ファンドリーサービス(MEMS 設計･試作･製造の受託サービス）のネットワ

ーク展開が図られている｡ 

･MEMS 関連産業の活性化を目指し､特に産業強化と裾野拡大のため､研究開発や試作・

実証支援の場を整備し、MEMS 開発を容易にすることで、ファンドリー産業などへの

スムーズな橋渡しを支援する。 

〔基準・標準化〕 

 IEC/TC47(半導体デバイス）において､MEMS 構成材料の試験方法､加工プロセスの評

価法､基盤共通複合分野の試験法等が検討されている｡ 

〔知的基盤整備〕 

 研究開発プロジェクトにおいて､研究開発の成果を MEMS 知識情報データベースとし

て整備する取組が進展している｡ 
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 例 1)高集積･複合 MEMS 製造技術開発プロジェクト（事業期間:2006 年度～2008 年度)

では､成果として得た知識データの収集･整理を実施している｡ 

 例 2)異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト(2008 年度より実施)で

は､開発によって得られる新たな知見について､系統的に収集･蓄積してデータベ

ース化することが研究開発計画に位置付けられている｡ 

〔広報･啓発〕 

 世界最大規模の MEMS 等に関する国際展示会である、マイクロマシン/MEMS 展の開催

を支援｡ 

〔人材育成〕 

 産学連携製造中核人材育成事業(経済産業省委託事業)において､以下の人材育成が

実施されている｡ 

 例)｢MEMS人材育成実証講座｣､｢次世代産業基盤技術となるMEMS関連産業人材育成シス

テム」や「マイクロ・ナノ量産技術と応用デバイス製造に関する新事業開拓イノベ

ーション人材育成」などのプロジェクトを通して MEMS 開発の中核をなす人材育成の

試みがなされている｡ 

〔産学官連携〕 

 一つの研究開発拠点に大学、複数企業が集まる集中研方式にて、2008 年度より異分

野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクトが実施されている｡ 

（４）海外での取組 

 海外での大学等の MEMS 関連研究開発機関の代表例として以下が挙げられる｡ 

◆欧州 

ドイツ： フラウンフォーファー研究所(Fraunhofer-Gesellscaft)IZM(Institute 

for Reliability and Microintegration)､IMS(Institute for Molecular 

Science)､IIS(Institute for Integrated Circuits)､IPMS(Institute for 

Photonic Microsystems) 

フランス： 原子力庁電子情報技術研究所(Leti､Laboratoire d'Electronique de 

Technologie de l'Information) 

国立科学研究センター(CNRS ､ Centre de la National Recherche 

Scientifique) 

スイス： ヌーシャテル大学マイクロ・テクノロジー研究所 

CSEM(Swiss Center for Electronics and Microtechnology, Inc.) 

スイス連邦工科大学(EPFL､Ecole Polytechnique Federal de Lausanne: 

Federal Institute of Technology) 

ベルギー： IMEC(Interuniversity MicroElectronics Center) 

フ ィ ン ラ ン ド :  技 術 開 発 研 究 セ ン タ ー (VTT(Valtion Teknillinen 

Tutkimuskeskus)Technical Research Centre) 
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◆北米 

米国: カリフォルニア大学 BSAC(Berkeley Sensor and Actuator Center) 

スタンフォード大学 CIS(Center for Integrated Systems) 

ミシガン大学集積化ワイヤレスマイクロシステム研究センター(WIMS､

Center for Wireless Integrated Microsystems) 

マサチューセッツ工科大学 MEMS@MIT(Massachusettss Institute of 

Technology) 

ジョージア工科大学 CMMT(Center for MEMS and Microsystems Technologies) 

サンディア国立研究所(SNL､Sandia National Laboratories) 

◆アジア 

シンガポール： IME(Institute of Microelectronics) 

        シンガポール製造技術研究所(SIMTech､Singapore Institute of 

Manufacturing Technology) 

台湾: ITRI(Industrial Technology Research Institute) 

中国: 清華大学 

北京大学 

上海交通大学 

上海ミクロシステム・情報技術研究所(SIMIT､Shanghai Institute of 

Microsystem and Information Technology) 

韓国: 韓 国 科 学 技 術 院 (KAIST ､ Korea Advanced Institute of Science and 

Technology) 

KIMM(Korea Institute of Machinery and Materials) 

 MEMS 関連の欧州､米国､中国における国家レベルのプロジェクトの状況は以下の通

りである｡ 

◆欧州 

欧州の大規模プロジェクトである｢FP7(EU 第 7 次研究枠組み計画)｣は 2007 年にス

タートし､2013 年までの 7 年間に 8 兆 5,000 億円を投じて広範囲の研究開発を進め

る｡ 

この中でマイクロ・ナノデバイス関連テーマである「ナノサイエンス・ナノテク・

材料･新生産手法｣には 3,960 億円が投じられる。テーマのキーワードは「コンバー

ジェンス（融合)｣であり､さまざまな機能を 1つのデバイスに集約することを目的と

している｡ 

◆米国 

DARPA(国防総省高等研究計画局)が｢Nano-MEMS Program｣プロジェクトを推進｡2006

～2009 年に 128 億円を投じる｡ハイリスク・ハイリターンである 74 テーマを推進し

ている。バイオを含む多様な機能と LSI などとの融合を進める研究テーマが多数あ
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る｡ 

◆中国 

中国では 2005～2010 年の 6 年間で 45 億円を投じ､MEMS/NEMS(Nano Electro 

Mechanical Systems:ナノ電気機械システム）関連研究を加速させる｡これは年間 10

億円弱の規模となる｡ 

（５）改訂のポイント 

 今回は改訂を行っていない。 

 

Ⅱ.技術マップ 

（１）技術マップ 

MEMS は､小型で省エネルギー性に優れた高性能の部品を作ることが出来るため､通信､

自動車等の既存の産業分野における部品の小型化･高機能化･省エネルギー化のための

代替部品やバイオ分野における部品の小型化による新規部品としてのニーズが高まる

と見込まれている｡ 

また､MEMS は、トップダウンプロセスである微細加工と、ボトムアッププロセスであ

るナノ・バイオプロセスとを融合したマイクロ・ナノ統合製造技術の確立により、そ

の応用範囲を急速に広げ国家・社会的課題である「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、

「安全・安心」分野で新しいライフスタイルを創出する革新的キーデバイスとして広

く浸透すると予測される｡(上記の参考:10年後および20年後のMEMS製品の具体的イメ

ージ） 

このようなニーズに対応するためには、MEMS 製品の高機能化（高速スイッチング、

小型化等）及び MEMS 製造プロセスにおける低コスト化と、設計・解析技術等の基盤技

術の確立が喫緊の課題であり、技術マップにおいて、技術課題をエッチング技術、成

膜技術、成形技術、形成技術、異種融合技術、プロセス連続化・大面積化技術、前・

後処理技術､実装技術､検査･評価技術､設計･解析技術､製造システム技術等に大別した

上で､それぞれについて詳細に示した｡個々の技術の｢出口｣については､MEMS 製品が非

常に広範囲に応用されうるものであることを踏まえ､主として想定される応用分野を

技術ごとに示した｡ 

（２）重要技術の考え方 

MEMS の広範な活用のために、次の 2つが重要と考えられる。 

① MEMS の高機能化､または低コスト化に大きく貢献する技術 

② MEMS 全般に広く貢献する基盤技術 

また､2025 年までを考えると､その技術が中期的な視点で重要なものか､長期的な視

点で重要なものかを評価しておくことが必要である｡そこでこれらの視点から技術を

評価し､色分けして示した｡ 

（３）改訂のポイント 
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 エッチング技術、低環境負荷プロセス、成型技術、低環境負荷成型技術等の要素技

術を追加した｡ 

 

Ⅲ.技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップに示した重要技術課題ごとに､研究開発により達成されるべきスペック

を示した｡ 

（２）改訂のポイント 

 エッチング技術、低環境負荷プロセス、成型技術、低環境負荷成型技術等の各要素

技術のスペックについて、詳細に見直しを行った。 

 

Ⅳ.その他の改訂ポイント 

○応用事例の追加 

 MEMS 製品等デバイスの将来像をイメージし易くするため、センサネットワークに焦

点をあて、CO2 削減目標の達成や少子高齢化に対応した安全・安心の確保等の社会

課題を解決する具体的なシステムを対象として、6分野の課題解決型 MEMS デバイス

技術について応用事例を取りまとめた。【参考資料：応用事例～課題解決型 MEMS デ

バイス技術～】 
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革新的デバイス基盤技術開発 
      ・ナノ・バイオ融合プロセス 
      ・異種融合・界面制御技術 
      ・大面積化・連続化プロセス 
      ・エネルギーハーベスティング 
      ・オンサイト環境浄化 
      ・シート型デバイス 
      ・体内埋込デバイス 
      ・雰囲気伝送・再生（五感） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

2000 (～2000) 

ＭＥＭＳ分野の導入シナリオ（1／3） 

2005 2010 2015 2025 

 目 

標 ●ＭＥＭＳ製造技術の高度化（高性能・高信頼性・低コスト） ●マイクロ・ナノ統合製造技術の確立 

●部品産業の国際競争力維持・強化  ●安全・安心・快適社会への貢献  ●新しいライフスタイルの創出

 

市
場
の
動
向 

高集積MEMS 

機能複合化通信機器、安全

保障機器、検査機器、生体

センシング機器 防犯機

器、防災機器など 

革新的MEMS
（ナノ・バイオ融合・自律分散） 

エネルギーハーベスティング、
オンサイト環境浄化デバイス、
シート型健康管理デバイス、体
内埋込デバイス、雰囲気伝送・
再生デバイス、ユビキタスセン
サネットワーク用多機能センサ
デバイスなど 

 

研
究
開
発
の
取
組
み 

○ 光MEMS 光通信網で用いられる小型、高性能の光スイッチの実現 → 省スペース、省エネルギー、低コスト化 → 通信速度の 

向上とともに災害時のバイパス回路の冗長度が増すなど、高度情報通信社会の一層の高速化、信頼性向上に貢献 

 

○ RF-MEMS モバイル機器の高周波部品がMEMS部品化 → 低消費電力、低コストでの数十GHzの通信帯域の利用が可能 →  

高伝達能力化。  高周波部品の一体構造化 → 携帯電話等のモバイル機器の省電力、省スペース化、高機能化 

 

○ センサMEMS 加速度センサ等のMEMSセンサがより小型、低コスト、高機能化 → 小型一般車に各種姿勢制御センサ、赤外線センサ、 

ワイヤレスネットワーク化、障害物探知用レーザーレーダ等の採用拡大 →交通のより一層の快適性、安全性の向上に貢献 

 

○ バイオMEMS 
携帯可能な安価で小型の人体の体液・においセンサ等の検査キットの開発 → 在宅での診断や予防医療が可能。 

細胞・生体分子の物理マニピュレーション用MEMSを用いた検査・評価技術の開発→バイオナノテクノロジ研究を加速 

 

○ MEMS共通 

高集積・複合化・ナノ 

 機能付加技術開発 

・ M EMS半導体一体化 

    （CMOS-MEMS）技術 

・ MEMS・MEMS結合化技術 

・ MEMS・ナノ機能融合技術 

・立体構造上へのパターン形成技術、光素子チップ実装、フィードバック 

センサ集積化、機能性材料厚膜形成技術、等の開発 

・機能性材料厚膜形成技術、ナノ材料局所形成技術、等の開発 

・MEMS・半導体共存構造の成形技術、接合・組立技術、等の開発 

・化学的・バイオ的表面修飾技術、ナノインプリンティング技術、前処理技術、等の開発

 ・検査・評価技術等の開発 

 ・３次元構造の表面清浄化技術の開発 ・MEMS パッケージング技術の開発 

 

企
業
の
取
組
み

半導体製造装置を使った加工技術の 

開発と単機能MEMSの製造・低コスト化 

とMEMSプロセス・特性の評価技術の 

基盤構築 

専用製造装置を使った単機能MEMSデバイスの 

高精度化・低コスト化と低環境負荷化 

高集積複合MEMSの新デバイスへの展開  

設計・評価装置導入、開発期間短縮、多品種少量への対応

システム化技術の蓄積 

高度化単機能MEMS 

RF デ バ イ ス 、 SIP セ ン サ 、

DMD、スキャナ／スイッチ用ミ

ラー など 

基盤技術開発用 

研究所・部門の設立 

MEMS専用製造装置による生産 

システムの構築 

MEMSファウンドリーサービスの提供 

CMOS-MEMSファウンド 

リーサービスの提供

MEMS専用パッケージ 

サービスの提供 

多数のMEMSベンチャー 

の設立 

高精度３次元MEMS  

・ RFスイッチ製造技術開発 

・ 光可動ミラー製造技術開

発 

・ 超小型MEMSセンサ 

単機能MEMS 

光スイッチ、圧力スイッチ、圧

力センサ、エアバッグ用加速

度センサ、ジャイロセンサ、イ

ンクジェットヘッド、DNAチップ

など 

革新的MEMSの展開  

環境・エネルギー、医療・ 

福祉、安全・安心分野へ

のデバイス展開 

ナノ・バイオ融合MEMSプロ

セスの構築 

デバイスの開発 アプリケーションと一体となった実用的

（全体） 

（中期） 
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・OJT ・社内 MEMS 研修・講座 ・研究会・セミナー活用 ・産学共同研究を通した人材育成 

・指定試験機関   ・認定プログラム  

充実

・社会人大学院での単位取得  ・国研・公設試での実践的な研究コースの拡充 

充実

・産学連携製造中核人材育成事業 ・分野横断的なプログラム ・他学部・企業との人的連携 ・学位授与 

・シニア人材バンク  ・MEMS 試作コンサルタント／コーディネータ 

・ソフトインフラの整備（MemsONE の普及促進） 
・知識データベースの整備・充実（MEMSPedia 活用） 

・MEMS 用プログラムの策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

関
連
施
策
の
取
組
み

 

 

 

○ 人材育成 

製造委託クラスター・ネットワーク整備  
・全国へのネットワーク化 
・新技術の導入 等 

設計・研究開発支援システムの環境整備  
・高度化 
・知識データベース更新 等 

微小機械システム開発 

そ
の
他
の
施
策

環境 整備

導
入
普
及
促
進
策 

環
境
整
備 

2005 

製造委託拠点整備 
・ 拠点整備  
・製造技術開発 等 

設計支援システム開発 
・ 設計ソフトウェアの開発 
・データベース開発 等  

2015 

高度製造技術開発 
・ デスクトップMEMSファクトリー 
・インテリジェントMEMS製造技術 

 

研
究
開
発
の
取
組
み 

2000 2010 2025 

無線ネットワークMEMS普及に向けた環境整備 

自動車安全装置用ＭＥＭＳ普及に向けた環境整備 

バイオMEMS、インプランタブルMEMSに向けた環境整備

シニア人材の活用

MEMS 技能認定制度の確立 

ナノ・バイオ融合、自律分散基盤技術開発 

 ・マイクロ・ナノ統合製造技術 
 ・ナノ・バイオ融合、自律分散デバイス 
 ・基盤研究開発拠点設立 

安心・安全
・ユビキタスセンサネットワーク用多機能センサデバイス 
・雰囲気伝送・再生デバイス 

医療・福祉
・シート型健康管理デバイス 
・体内埋込デバイス 

環境・エネルギー
・エネルギーハーベスティング 
・オンサイト環境浄化デバイス 

プロセス大面積化・連続化
・非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術 
・繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術 

異種融合・界面制御技術開発
・生体機能材料形成、活性生体分子融合技術 
・自己組織化界面制御技術、自律的配線技術 

３次元ナノ構造形成技術開発
・エッチング、成膜、成形による形成 
・異種材料レイアバイレイア 

【長期基盤技術研究開発の狙い】 
トップダウンプロセスである微細加工と、ボトムアッププロセスであるナノ・バイオプロセスとを融合したマイクロ・ナノ
統合製造技術の確立により、応用範囲を急速に広げ国家・社会的課題である「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、
「安全・安心」分野で新しいライフスタイルを創出するナノ・バイオ融合及び自律分散で機能する革新的キーデバイス
として広く浸透させる 

○ 革新的MEMS 

○ マイクロ・ナノ融合 

製造技術 

・ トップダウンプロセスである微細加工と、ボトムアップ 
 プロセスであるナノ・バイオプロセスの融合による 

「ものづくり革新」 
・重点推進 
   ・3次元ナノ構造形成 

   ・異種融合技術、界面制御 

   ・プロセス大面積化・連続化 

・マイクロ・ナノ融合製造技術により実現される 
 デバイス、新しいライフスタイルを創出する 

・重点分野 
  ・環境・エネルギー 
  ・医療・福祉 

  ・安心・安全 

企業内人材育成

方策の充実 

社内の MEMS 人材育成ステップアップの  

産学連携による 

人材育成方策 

の整備 

社会人対象 MEMS 講座・研修コースの

産学連携拠点における MEMS 人材育成の強化  

他分野からの 

人材確保のため

の環境整備 MEMS分野のインフラ整備

MEMS用インターンシップの拡充

高集積・複合製造拠点強化 
・ 製造技術開発・拠点整備  
・開発設計機能整備 等 

（長期） 
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○ 標準化 専門用語のIEC規格化

MEMSデバイスのIEC規格化 

・情報通信用MEMSデバイス（加速度・角速度・地磁気センサ等） 

・自動車用MEMSデバイス（加速度・ヨーレート・エアフローセンサ等） 

基盤共通技術の IEC 規格化 
・材料試験法（薄膜材料引張試験法、薄膜材料の 

疲労試験法、寿命加速試験法等）
・加工プロセス評価法（表面粗さ・プロファイル等） 
・基盤共通複合分野の試験法（衝撃試験法等） 

 
関
連
施
策
の
取
組
み 

 

環
境
整
備 

2000 2005 2010 2015 2025 

ＭＥＭＳ分野の導入シナリオ（3／3） 
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ＭＥＭＳ分野の技術マップ（1／2）

LSIプロセス融合
成形技術

0415 ＭＥＭＳ・半導体共存構造の
成形技術

共通

可動ナノ構造形
成技術

0416 可動ナノ構造の形成技術 共通

SF6代替ガス
エネルギ消費量削減

環境

加工損傷回復技術

ナノ材料ビルドアップ技術

ナノ機能材料選
択的形成技術

生体機能材料
形成技術

0410

0411

脂質二重層形成技術

0403

0404

0413

共通

エネルギー、環
境、医療・福祉

機能性表面形
成技術
（界面制御・表
面修飾技術、加
工損傷回復技
術）

界面制御技術ナノ・バイオ融合
技術

活性細胞融合技術 環境、医療・福祉

共通

共通

光、共通

共通、無線通信

環境、医療・福祉

環境、医療・福祉

光、無線通信、
共通

異種融合
技術

共通

共通

機能性材料ナノ薄膜多層形
成技術

共通

共通ナノピラー形成技術

成膜技術

３次元形状表面上成膜技術

高品位厚・薄膜
成膜技術

平滑・低残留応力薄膜形成
技術-3次元低温成膜技術

安心・安全、環
境、エネルギー

３次元ナノ構造
形成技術

立体構造上へのパターン形
成技術

自由曲面加工技術

0113

高精度・微細
エッチング技術

0107

0108

無損傷加工技術

高精度微細エッチング技術

3次元表面加工技術

高アスペクト比ナノトレンチ
加工技術

ディープドライエッチング技
術

ウエハレベル均一エッチン
グ技術

非シリコン材料加工技術

共通

共通

エネルギー

共通

シングルポイントプロセス技
術

ナノポーラス形成技術

ナノプローブ加
工技術

ナノプローブ・エッチング加
工技術

3次元ナノ構造

非真空薄膜形成技術

0205

0106

エネルギー、環
境、医療・福祉

分子の自己組織化現象応
用界面制御技術

細胞の組織化技術

無線通信 安心・安全

形成技術
（機能化・
表面改
質）

印刷方式表面修飾技術

有機・絶縁膜の界面制御技
術

金属・有機半導体の界面制
御技術

共通

0407

0408

共通

エネルギー、環
境、医療・福祉

医療・福祉

化学的・バイオ的表面修飾
技術

0405

0406

高アスペクト比貫通孔形成
技術

共通

分野

共通 0401

0402

共通

無線通信、
バイオ、共通

MEMS要素技術

0103

分野

ナノ材料局所形成技術

ナノ材料ウエハレベル形成
技術

無線通信、バイ
オ

共通共通

MEMS要素技術

0101

0102

細胞配置・カプセル化技術

ナノ粒子自己整列技術

ナノ・有機材料
融合技術

エネルギー、環
境、医療・福祉

エネルギー、環
境、医療・福祉

エネルギー、環
境、医療・福祉

3次元構造形成 異種材料レイアバイレイア

バイオ、情報通
信、共通

0503

有機ナノポーラス形成技術

ナノ間隙への有機充填技術0506

0104

0105

共通

共通

共通

有機ナノピラー形成技術

機能性材料厚膜形成技術

プロセス解析技術

0504

生体分子配向技術

安心・安全、環
境、エネルギー

活性生体分子融合技術

0501

0502

0201

0202

0109

0110

0111

0112

0114

0203

0204

0414

0412

0409

0505

0507

ＬＳＩプロセス融
合ダメージフ
リーエッチング
技術

0115

0116

ＭＥＭＳ・半導体共存構造の
低損傷エッチング技術

共通

低環境負荷プロ
セス

エッチン
グ技術

注： は、中期的な視点での重要技術

は、長期的な視点での重要技術

成形技術

３次元ナノ構造
形成技術

共通

共通、バイオ

0309

共通

0307

0308

共通

低環境負荷成
型技術

異種材料の厚膜積層技術

パターン付き成膜および多
層化技術

共通

共通

共通

自己組織化技
術

共通

ナノ転写・形成複合プロセス
技術

３次元表面修飾技術

共通

共通

ＭＥＭＳ・半導体共存構造の
低ストレス・高耐久性薄膜形
成技術

光、共通

共通

共通

光

共通、バイオ

共通

共通

0306

３次元形状めっき成形技術

0305

３次元自由曲面エンボス加
工技術

共通

ナノインプリンティング技術-
低損傷パターニング技術

ナノフォーミング技術

３次元マイクロ立体型成形
技術

３次元形状表面上成膜技術

マイクロプレス
成形技術

マイクロ鋳造技
術

貫通孔埋め戻し技術

マイクロ粉体成
形技術

ナノ粉体成形加工技術

共通

３次元表面ナノ加工技術 共通

0207

0208

0206

LSIプロセス融合
成膜技術

マイクロエンボス加工技術

3次元ナノ構造
形成技術

シングルポイントプロセス技
術

ナノポーラス膜形成技術

ナノピラー／ドット形成技術

0205

CNT配線技術

CNT成長用触媒粒子の自己
組織化配列技術

ナノワイア選択配線技術

ナノホール選択金属成長技
術

配線技術

セルフアライメントによる位
置決め技術

３次元ナノ構造移植・積層技
術

ナノ領域におけるトライボロ
ジー評価技術

界面物理化学評価技術界面物性評価
技術

組立技術 界面制御を利用した自律組
立技術

伸縮性導体形成技術

自律的配線形成技術

共通

共通

共通

共通

共通

共通

共通

共通

メカ／バイオ／半導体ハイ
ブリッド積層技術

3次元構造形成
技術

共通

共通

0513

0514

0515

0516

0509

共通

0512

異種材料レイアバイレイア
積層技術

マルチCNTプローブ製造技
術

共通

0310

0209

0300

0301

0303

0304

0507

0508

0510

0511

光、医療、バイオ低環境負荷成型技術

0517

0518

0519

0520

0521

0522

0311

0302
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ＭＥＭＳ分野の技術マップ（2／2）

MEMS要素技術

プロセス大面積
化技術

0605

組立技術

高度実装技術

カッティング技術

MEMS･半導体共存の接合・
組立技術

封止技術

トリミング技術

共通

共通

共通

0601

0602

0603

0604

高品位機能膜のメータ級大
面積形成技術

マイクロナノ印刷技術 共通

共通高品位ナノ機能膜形成技術
（塗布型）

非真空プロセス
による成膜技術

分野

メータ級大面積アライメント
技術

共通

構造表面洗浄技術

接合技術 低温・低応力接合技術

高精度位置決め技術

大面積印刷のレジストレー
ション（重ね合わせ）技術

検査・評
価技術

各種検査・評価
技術

繊維状基材の製織集積化
技術

共通

共通

光、無線通信、
バイオ、共通

光、エネルギー、
センサ、共通

共通

共通

形状測定技術

共通

ナノインプリント連続成形技
術（含むローラー式転写技
術）

連続FIBプロセス技術

共通

共通

共通

センサ

強度等デバイス特性評価技
術

前・後処
理技術

プロセス
連続化・
大面積化
技術

表面清浄化技
術

プロセス連続化
技術

連続EBプロセス技術 共通

繊維状基材連続微細加工
技術

0607

0610

0701

0801

0802

0606

共通

共通

0803

0804

0806

実装技術

パッケージ技術

0805

0902

0807

0901

0608

0609

0808 低環境負荷実装技術 共通

1101 多品種少量・省エネ・フレキ
シブル加工システム

共通

ナノ/マイクロ/マクロ解析モ
デリング技術

プロセス解析技術

1003

1004

1005

0903

知識 共通

共通

機構解析技術

マルチスケール
シミュレーション
技術

1001

1002

マルチフィジクス
シミュレーション
技術

電場・磁場・構造・熱・流体
の連成解析技術

材料・界面・プロセス

MEMSシミュレー
ション技術

システム信頼性評価技術

1007

1006 共通

共通

共通

1008 環境負荷

バイオ、
医療・福祉

無線通信

共通

共通

共通

システム化解析技術

生体情報評価技術

微小領域における物理量計
測技術
検査評価用解析技術

術

0904

0905

0906

共通

設計・解
析技術

データベース構
築

製造シス
テム技術

共通

添付資料 
    A-3

A3-17



参考資料 

 

応用事例 

～課題解決型ＭＥＭＳデバイス技術～ 

 

 
 これまでの技術開発は技術の発明や改良が重視され、先行してきたが、今後は人が

主体となり人のために働く技術や、社会課題解決に資するという視点から技術が展開

されることを考慮すべきである。MEMS技術についてもその応用範囲は、10年後には現

状の機械・電子分野以外へもさらに拡大する見込みであり、ネットワークやITシステ

ムあるいは機器・装置に組み入れられることによって、利便性の高い、社会的課題解

決に資する“課題解決型MEMSデバイス技術”を活用したセンサーネットワークシステ

ムが創出されることとなる。例えば、海外での事例として、需要側消費電力を消費機

器毎にリアルタイムに計測し、供給側に通知することで供給側の制御や利用側の省エ

ネにつなげる（「スマート・グリッド」）システムと電力・環境センサデバイス、農

地にセンサを配置し気象状態モニタリングによって給水や肥料を調節するシステムと

その気象・土壌センサデバイス、などが知られている。また、モバイル機器の心臓部

(CPU・周辺部)もオープン化され、プラットフォーム化し、MEMSセンサ等異メーカーの

デバイスがソフトウェア共々実装され多様な価値を生み出している。 

 本応用事例ではセンサネットワークに焦点をあて、CO2削減目標の達成や少子高齢化

に対応した安全・安心の確保等の社会課題を解決する具体的なシステムを対象として、

MEMS・センサ等デバイスの将来像をイメージし易くするため、(1) エネルギー・マネ

ジメント・システム、(2) 構造物・防災センシング技術、(3)農業センシング技術、 (4) 

人間の健康に資するセンシング技術、(5) MEMSによるモバイルプラットフォーム技術、

(6) 自動車・輸送機器センシング技術、の各分野において横断的見地から整理し、代

表的な技術、課題及び方向性をとりまとめ、全体システムのイメージを掲示するとと

もにマップに展開した。（応用事例Ⅰ～Ⅵ） 
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外
部
か
ら
の
要
請
・

外
的
環
境

技
術
レ
イ
ヤ

10年後のセンサネットワーク全体システムのイメージ

・セキュリティ向上
・キャリブレーション
・組み入れられる機器装置の対応進展

デバイスの
開発

・社会的な枠組み・制度整備
・社会実験の進展
・標準化の進展

・政策支援 ・規制緩和
・導入インセンティブ・新ビジネスモデルの進展

導入効果の確認

・信頼性向上
・低消費電力化
・CPU等複合化

・設定の容易化(Plug-in &  Play)等
操作性、安定性向上

低炭素化/地球環境
対策

個別アプリケーションの定
着・普及

安全安心

快適性・健康

フィードバック

インフラ・DB・
セキュリティ

システムLSI化集積度の向上

センサネットワークに
よる個別アプリケー

ション

広域ネットワー
ク基盤

フィードバック

計測装置・制御
装置（外付け）

デバイス

ローカルネット
ワーク基盤

技
術
進
展
の
方
向

異分野間の壁を取
り除く

ボリュームマー
ケットの創出

自前主義から脱し
オープン型へ

Ｍ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
／
セ
ン
サ
に

お
け
る
共
通
的
課
題

システ
ムLSI MEMS SOI

人間を主体とした
ユビキタスネットワーク利用社会インフラの例

エネルギーマネジメント

構造物・防災センシング

農業センシング

人間健康センシング

モバイルプラットフォーム

自動車・輸送機器センシング

 

 分野によっては、デバイスとしての技術課題以上に、計測技術、システム技術、デ

ータベースインフラ、ネットワーク、社会システムといった周辺環境に問題点や大き

な研究開発要素があることも考慮しつつ、上記事例のような利用システムがどのよう

に展開していくかを技術ロードマップに描くことで、開発課題や実現のためのネック

を明らかにすることを目指した。 

技術ロードマップの凡例

2010 2015 2020

計測技術に関する方向・開発課題

MEMS・デバイス技術に関する方向・開発課題

ナショナルインフラに関する方向・開発課題

現時点でのレベル
10年後の想定

される姿

広域システムに関する方向・開発課題

MEMS
デバイス

【例】
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省 ネ向上

CO2削減

応用事例Ⅰ（エネルギー・マネジメントに資するセンサ技術）技術マップ
～10年後のエネルギー・マネジメント・システムの姿～

削減進① 産業用に加え民生用 小規模オフ ス等のCO 削減進

快適性との両立

省エネ向上

フレキシブルな
マネジメント

削減進① 産業用に加え民生用、小規模オフィス等のCO2削減進
展、② きめが細かく大きな省エネの実現、③ 柔軟性・広
域性の拡大

トレンド

マネジメント

概要

個別機器について、センサを活用して省

エネを行うものが登場

現状

把握とそれによる制御
環境と消費エネルギー量の
把握とそれによる制御

概要

器具・装置や空間単位での消費エネルギー

のリアルタイム、時系列把握と制御が実現。

将来

エネを行うものが登場。

環境については体感程度、システムも

機器メーカー単位。

センシング・制御 広域にわたるセンシングデー

消費エネルギーのきめ細かい把握技術

快適性のモニタリング技術

環境についてのきめ細かい把握や快適性計

測がエネルギーマネジメントに取り入れ。

センシング・制御

器具や部屋で必要とされる機能に応じてエ
器具や室内にセンサ機能が付与、入退

室の感知、判断。

入退室の感知等によるOn/Off。

洗濯機や冷蔵庫等の家電製品でセン

広域にわたるセンシングデ
タの活用

中央集中型配電システムにローカルな発
電システムが付加・管理技術進展

複数サイトにまたがる省 ネ ギ ネジ

器具や部屋で必要とされる機能に応じてエ

ネルギーが投与されるシステム。

個人の快適性に配慮したエネルギーの調節。

単独の製品や住戸単位でなく複数の製品や

住戸間でセンシングによる制御機能が実現
シングによる制御機能が実現。

広域に及ぶシステムは未実現。

デバイス・ネットワーク

複数サイトにまたがる省エネルギーマネジ
メントシステムの進展

デバイス・ネットワークの普
及と標準化によるユーザー選

住戸間でセンシングによる制御機能が実現

（ピークシフトやピークカットなど）。

新エネルギー・ローカルエネルギーの利用

のシステムへの取り入れ。

デバイス ネ トワ ク
デ ネ トワ ク

一般利用できるセンサデバイス未実現。

ネットワーク仕様未確立、未標準化。

一部商用化されているものの、メーカー

独自仕様でコンパティブルでない。

安価で高信頼性デバイス普及

安定的で導入の容易なネットワーク体系の

及と標準化によるユーザー選
択向上

デバイス・ネットワーク

外付け型、内蔵型種々のタイプのセンサデ

バイスが普及。

ネットワーク仕様が標準化され、ユーザー

はプラグアンドプレイ式で操作可
一部商用化されているデバイスもある

が、消費電力大、信頼性未確立。

ネットワークもメーカー独自。

普及

普及に資する設定やメンテナンス技術の確
立

長寿命化技術、メンテナンスレスシステム

はプラグアンドプレイ式で操作可。

ネットワークの広域への接続が進む。

デバイスの消費電力小、自己給電、信頼性

向上、メンテナンスフリー化。
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社会資本ストックの
合理的管理

応用事例Ⅱ（構造物・防災センシング技術）技術マップ
～10年後の構造物・防災センシング技術の姿～

① メンテナンス性向上

安全な構造物

① 構造物損傷・劣化の程度、耐震性、変位等のセンシ
ング技術が進展、② 保守の効率化、予防保全の進展、
③ トータルとして安全性と快適性の向上

トレンド

構造物寿命延伸

概要

構造物のメンテナンスについては、現状は目

視、非破壊検査など、一部地震計、ストレイン・

現状

センシング活用によるメン

概要

国内では新規投資よりメンテ投資が主となる。

目的別のセンサ技術が明らかとなり、標準的

構造物寿命延伸

将来

視、非破壊検査など、 部地震計、ストレイン

ゲージ、加速度センサなどが利用。

計測データと構造の因果関係解明は不十分。

防災土滞位置ずれセンサネットワーク実験。

センシング

センシング活用によるメン
テナンスの高度化

センシングデータと損傷・劣化度、耐震性

能、部品交換・補強等との相関性明瞭化

目的別のセンサ技術が明らかとなり、標準的

な計測システムが確立、実用化される。

計測デバイスの精度、校正方法についても標

準が確立。

センシング・制御センシング

非破壊検査（超音波、X線等）は内部の組成

等を分析。

 ストレイン・ゲージによる応力歪み計測、動き

観測に加速度センサ活用 変位の計測にはポ

能、部品交換 補強等との相関性明瞭化

センシング技術や対象物の拡大によるモニ

タリング能力の向上

 モニタリングによる予防保全ないし耐用年

数の延長

センシング 制御

変位、加速度、応力、等の標準的センシング

技術が確立。

構造物の組成や組織変化の標準的モニタリ

ング技術が確立。観測に加速度センサ活用、変位の計測にはポ

テンショメータ等が利用されている。

以上を目的によって組合せているがデータと

現象との相関未解明。

デバイス ネ トワ ク

数の延長

デバイスとネットワーク進展
による構造物センシング技術

地震・災害対応へのセンシング応用が進展。

接合部や部材・部品など構造以外部のチェッ

ク・モニタリングシステムが導入。

デバイス ネットワ クデバイス・ネットワーク

デバイスは一般の機械計測用がそのまま

使用されている。MEMS応用は未。

ネットワークは特定小電力、ZigBee、
M （米国仕様）等が実験レベルで利用さ

安価で高信頼性デバイス普及

安定的で導入の容易なネットワーク体系の

の向上 デバイス・ネットワーク

 メモリやCPU内蔵複合型センサデバイスが普

及し、構造物の履歴把握等に活用される。

デバイスへのMEMS採用が進展。

無線ネ ト ク仕様が標準化Mote（米国仕様）等が実験レベルで利用さ

れている。

線状、面状構造物には既成デバイスを工

夫して応用、eテキスタイル研究開発中。

普及、無線通信の普及

長寿命化技術、メンテナンスレス、キャリブ

レーション組み入れ型計測システム

無線ネットワーク仕様が標準化。

ネットワークの広域への接続が進む。

デバイスの消費電力小、自己給電、信頼性向

上、メンテナンス・キャリブレーションフリー化。
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生産性向上

応用事例Ⅲ（農業センシング）技術マップ
～10年後の農業センシング技術の姿～

品質向上・コスト削減

安全安心・省エネ

生産性向上
① 農業へのセンシング技術取り入れが進展、② それを
実現するデバイスの開発と通信機能取り入れ、③ 耐環境、
使い捨て等周辺アプリケーションの取り込み進展

トレンド

概要

土壌分析に基づく給肥、給水（バッチ式、

ノウハウ主体）。

現状
農業生産性向上のために
計測すべきデータの明確

概要

気象と土壌の状態に関するセンサが実用化さ

れ農業への適用が進む。

将来

ノウハウ主体）。

 pH、ECセンサの試作と実験。

海外でワインぶどう畑への実システム稼

働（気象観測と給水等制御が主）。

化

計測技術とデバイスの進展により農業関連
の自然データと生産性との関係が解明される

気象、施肥、給水、成育度間のデータ蓄積。

センサ

土壌の、水分、pH、EC、粒度、リン、窒素、カ

リ等センサが実用化され農業に用いられる
センサ

温度、雨量、照度等の気象環境センサ

はまだ大型で高価。

 pH、ECセンサが半導体プロセスで試

の自然データと生産性との関係が解明される

データの蓄積（気象、土壌、その他環境、
収穫物の性格）

化学量や粒度のようなデータ計測のため
の高集積回路が開発

リ等センサが実用化され農業に用いられる。

温度、湿度、圧力、照度、雨量、風力センサ

等の利用が一般化。

それらセンサデータと植物、動物の態様が

徐々に明らかとなる pH、ECセンサが半導体プロセスで試

作されている。

土壌粒度、土壌組成等はディスクリート

レベル。

センサネットワークの実農
場への適用・活用

の高集積回路が開発 徐々に明らかとなる。

気象データと植物、動物（細菌等）の因果関

係が次第に明らかとなる。

デバイス・ネットワーク

デバイス・ネットワーク

海外で、ネットワーク(ZigBee等適用)化
が進展。

わが国では 中継装置の仕様とセンサ電

厳しい周囲環境に対応したセンサの開発

 ロバストなセンサネットワーク仕様の確立

自律分散型センサ管理技術の研究開発

電力供給課題解決

ネットワーク化が進み普及、ただし用途次第

でバッチ式センシングシステムも普及。

省電力型、自己発電型、使い捨て型のチッ

プが市場化。
わが国では、中継装置の仕様とセンサ電

源供給に課題、ネットワーク化は給水管理

程度。

センサデバイスは研究開発途上。

電力供給課題解決
自律分散型デバイスの管理技術が進展、標

準化。

MEMSデバイスの消費電力小、自己給電、

信頼性向上等。

（注）

pH:potential Hydrogen、水素イオン濃度指数、酸
性アルカリ性の度合いを示す

EC:Electric Conductivity、電気伝導度又は導電率
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生活習慣病対策進

24Hモニタによる
医療レベル向上

応用事例Ⅳ（人間の健康に資するセンシング技術）技術マップ
～10年後の人間健康センシング・システムの姿～

予防型医療の進展

生活習慣病対策進
展

センシングデータ
で病の因果関係示

のモニタリング① ネットワーク型センサデバイスにより24時間型のモニタリング
が進展、② 対応する遠隔医療への抵抗減、予防型医療が緒につく、
③ 未解明の病気等の因果関係が次第に明らかに

トレンド

で病の因果関係示

概要

いくつかの器具について通信機能付モ

デルが製品化 しかし普及はこれから

現状

ンサネットワークが進展
予防医療の進展とそのためセ
ンサネットワークが進展

概要

通信付センサが普及し、24Hデータ収集が普

及→医療高度化、通院頻度減。

将来

デルが製品化、しかし普及はこれから。

 Bluetooth、Zigbee、小電力などがロー

カルに利用、広域はインターネットが主。

センシング・制御
安定信頼性あるセンシング技

予防型医療の進展により総医療費の節約
が進む

そのためのセンサモニタリングが進展

センサデータ活用による病気因果関係把握

高度化と予防医療の進展。

センシング・制御

非侵襲/侵襲 ポ タブ なデバイ （心電計
血圧計や体重計にBluetooth等の通信

機能が付与。

計測機器には情報処理能力がないた

め、PC等を組み入れたシステム構築が必

安定信頼性あるセンシング技
術の活用

センシング機器が医療機器として承認

価格や精度による複数レベルの計測デバ

非侵襲/侵襲、ポータブルなデバイス（心電計、

血圧計、血糖値計、脳波計）が普及。医療器具

として承認、精度複数レベルで標準化。

デバイスが小型化（MEMS化）し取り込んだ

機器装置が登場（携帯電話、パソコン等）。
要。

センシングに関する医学的なオーソライ

ズはなされていない。

デバイス ネットワ ク

イスが標準化

 LSI/MEMS化が進む

デバイス、ネットワークの技術
向上とユ ザ 利便性の向上

機器装置が登場（携帯電話、パソコン等）。

センシングデータと病理との因果関係抽出

が進む。

デバイス・ネットワーク
デバイス・ネットワーク

非侵襲、ポータブルなデバイスとしては

心電計程度（但し非オーソライズ）、他は

既存製品に通信機能を織り込んだレベル。

 ロ カルネットワ ク仕様にはまだ不安

医療用アンプ、A/D変換部の高集積化

 ローカルセンサネットワークの安定性、操
作性の向上

向上とユーザー利便性の向上 現在大型の計測装置が小型化、MEMS化。

 ローカルネットワーク仕様が向上（混信防

止、無設定、ユーザーはプラグアンドプレイ式

で操作可）。

ネ ト ク 広域 接続が進 計測 ローカルネットワーク仕様にはまだ不安

定さ大、操作性も低レベル。

計測と広域通信とを（同時に）行うには

プロトコルが確立したとは言い難い。

広域ネットワーク上でのデータ連携技術の
向上

デバイス長寿命化技術、メンテナンスレス
システム開発

ネットワークの広域への接続が進み、計測

操作と一体化（広域データ連携が進展）。

デバイスの消費電力小、自己給電、信頼性

向上、メンテナンスフリー化。
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安全安心 献

よりポータブル

応用事例Ⅴ（MEMSによるモバイルプラットフォーム技術）技術マップ
～10年後のモバイルプラットフォームの姿～

予防型医療への貢献

安全安心への貢献

周辺機器との機
能コンパチ進展

① 複数のモバイル通信方式搭載が進展、② それを実現
するデバイスの高集積化、③ センサ等周辺機能の取り込
み進展

トレンド

能コンパチ進展

概要

 LTEで始めて世界的に方式統一。

端末実装で半導体での高集積化は進ん

現状
回路簡素化を実現する
LSI・MEMS技術進展

概要

各国別の複数RF処理技術が一般化。

計測系デバイスを取り込んだシステムLSI

将来

端末実装で半導体での高集積化は進ん

でいるが、基本はディスクリート回路の置き

換え、回路部品点数は多い、方式毎に基本

的に機種は別。

セ サ

LSI MEMS技術進展

 LSIの高集積化とMEMS取り入れにより
RF回路の簡素化が進展

マルチRF（広域とローカル）回路が実現、
進

計測系デバイスを取り込んだシステムLSI。

種々の回路へMEMS の取り入れ。

センサ

心電計などとの連携が進み予防医療等に用センサ

 GPS（の一部）、電子コンパス、加速度

センサ、歩数計程度が取り入れられてい

る。

医療計測装置 ネ ギ タ機器

進展

アナログ回路にCPUやメモリ等を取り入れ
た高集積回路実装が進展

心電計などとの連携が進み予防医療等に用

いられる。

 プロジェクター、HD/3Dビデオ、位置センサ

等の実装。

家庭等の機器のエネルギー監視機能の実
センサや情報処理機能 取り込医療計測装置、エネルギーモニタ機器

等を中継する装置としての実験が進展。

 （ソフト）ブラウザ等との連携が一部実

装。

家庭等の機器のエネルギ 監視機能の実

装（ローカルネットワーク利用）。

転倒予知、救急医療向け基盤、等としての

利用進展。

デバイス ネ トワ ク

センサや情報処理機能の取り込
みとセンシングデータの予防医
療・省エネ等への活用

デバイス・ネットワーク

一部無線LAN、Bluetooth、ZigBee等
のセンサネットワークデバイスを搭載。

ただし、部品としては個別でそれぞれに

センサのMEMS化による小型化、モバイ
ル機器への実装可能に

センサデータ（アナログ信号）取得と処理機
能のLSI/MEMS化によりモバイル機器への

デバイス・ネットワーク

種々のタイプの無線通信方式対応のデバ

イスが普及。

 ローカル無線もチップ内に取り入れられる。
ただし、部品としては個別でそれぞれに

対応するチップにより実装。

 マルチ方式の実装も個別のチップによる。

 プラットフォームでは日本は海外の後塵。

実装が可能に

 PC等との情報処理機能のコンパチ化が進
展

センサネットワークと広域ネットワーク接続

標準化。

MEMSデバイスの消費電力小、自己給電、

信頼性向上等。
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省 ネ向上

CO2削減

応用事例Ⅵ（自動車・輸送機器センシング技術）技術マップ
～10年後の自動車・輸送機器センサ技術の姿～

削減進展① 内燃機関車 HEVそれぞれで燃費改善とCO2削減進展

快適性との両立

省エネ向上

安全な輸送

、① 内燃機関車、HEVそれぞれで燃費改善とCO2削減進展、
EVの進展、② 高度ITS進展などによる渋滞の減や快適性
向上、③ 鉄道でのセンサ利用進展、④ 安全性の向上

トレンド

概要

内燃機関車については、エンジン燃焼制

御、エアバッグ、ナビ、タイヤ空気圧等多数

センサが搭載

現状

自動車全般に燃費の向上と
安全性の向上が進む

概要

内燃機関車はまだ相当利用されているが、燃

費が圧倒的に向上。 EVも徐々に普及。

将来

センサが搭載。

 HEVが伸長中、EVへの期待高。

鉄道では構造物・土木への応用研究中、

車両に導入（振り子式）。

センシング 制御

内燃機関車、HEV燃費がさらに向上

 HEV、EVが伸長、経験積み重ねにより性
能と安全性の向上

 HEVの普及は大きく進み、燃費も大幅改善。

センシング・制御

 エンジン・モーター系のセンサネットワークが

さらに進展 タイヤ等駆動系を取り込んだセンシセンシング・制御

圧力、流量、酸素やNOx計測、加速度や

角（加）速度、位置等の計測装置やセンサ

が搭載されている。

燃料噴射 エアバッグについてはセンサ

センシングデータの活用によ
る安全性向上

車外物件や障害物検知システムが普及、
管理技術進展

さらに進展、タイヤ等駆動系を取り込んだセンシ

ングと制御機能進化。

MEMSによる高度エンジン室モニタ・制御。

保守系業務へのセンシング機能応用が進展。

高度で安価な安全モニタリングシステム（人燃料噴射、エアバッグについてはセンサ

+制御機能。一部操舵制御機能も。

 トンネル、土堤の位置センシング。

デバイス・ネットワーク

管理技術進展

車内人体センシングによる安全な運転管理
や駐車管理システムの進展

足回りのセンシング・モニタリングを取り入
れた燃費の向上技術

高度で安価な安全モ タリングシステム（人

の自動検知、交差点での障害物検知等）。

車内人のモニタリングによる安全面高度化。

 ITSの高度化（渋滞ゼロ）。

デバイス ネットワ ク耐久性、信頼性の高いセンサデバイス

が中心、MEMS応用は未。

ネットワークは車内有線が主（CAN等）、

外部とは高速料金徴収でDSRC、ナビ関係

でモバイルネットワ ク

れた燃費の向上技術

安価 高信頼性 長寿命 堅牢 メンテナン

ITS進展によるCO2削減と快
適性の向上

デバイス・ネットワーク

堅牢、長寿命なMEMS含む種々のセンサデ

バイスが普及。

無線ネットワーク仕様が標準化され、タイヤｰ

車両間 人 車間 障害物 車間等に適用進むでモバイルネットワーク。

 タイヤ空気圧計測には無線が応用（外付

けが主）。

鉄道では既成のNW（有線）利用が主。

安価、高信頼性、長寿命、堅牢、メンテナン
スレスデバイス普及

自動車、道路、鉄道に適するネットワーク
体系の普及、無線通信の普及

車両間、人ｰ車間、障害物ｰ車間等に適用進む。

 システムの複雑化により大容量の車内ネット

ワーク標準化（自動車、車両）。

ネットワークの広域への接続が進む。
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「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

 
平成 22 年 1 月 5 日 

NEDO  

機械システム技術開発部 

 

NEDO POST 3 において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

1. パブリックコメント募集期間 

平成 21 年 12 月 25 日～平成 22 年 1 月 4日 

2. パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計 2件 

3. パブリックコメントの内容とそれに対する考え方 

ご意見の概要 ご意見に対する考え方 基本計画への反映 

 全体について   

 [意見 1]（1 件） 

異分野融合型次世代デバイス製造技術プロジェクトの中での 1 年間

という短期間であり、効果的に 1st ステップでのあるべき姿を描こうと

しているように見え、これも、社会情勢、技術動向を適切に反映させて

いく視点から慎重なアプローチとして良好だと考えます。ただ、短期間

で革新的な成果を出すべく、必要な資源を配置、乃至は有効活用して、

関連機関の総力を挙げて取り組める内容と開発体制を整備していくべ

きかと考えます。その意味で、公的研究機関でのオールジャパンでの集

中的研究と、各機関の設備や知識を効率的に活用した取り組みができる

研究開発体制が不可欠といえます。さらに、そこからえられた知見を踏

まえた高機能集積化チップを開発しきることが最も重要と考え、それに

向けた後継のプロジェクトの準備も必要と考えます。 

 

[考え方と対応] 

ご意見、拝承しました。  

関係機関とも連携しながら研究を推進して参り

ます。 

 

[反映の有無と反映内容] 

特になし 
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 ２． 研究開発の実施期間   

 [意見 2]（1 件） 

これまでの異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト

でのプロセス開発を、出口を見据えて進めることは、低炭素化社会づく

りの加速、早期実用化による産業競争力強化の観点で大変重要であると

考えます。 

計画では平成 22 年度までの目標となっていますが、約 1 年間で達成

できる内容は限られていると思います。短期のみならず中長期でのより

高い目標をもって継続して取り組むことが低炭素化社会づくりのさら

なる加速、そして産業力強化に繋がると考えます。平成 22 年度末での

目標だけでなく、中長期目標も併せて示して取り組んでいただくことを

期待します。 

 

ご意見、拝承しました。  

本プロジェクト終了後、将来にわたり取り組むべ

き課題として念頭におきつつプロジェクトを実施

したいと考えております。  

 

 

 

特になし 

 

以上 
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特許論文リスト 

 

1．特許出願リスト 

 

番号 出願者 出願番号 出願日 名称 発明者 所属

1 みずほ情報総
研

特願 2011-044058 2011/3/1 素子解析システ
ム、素子解析方
法及び素子解析
プログラム

藤原信代
浅海和雄
橋口原

みずほ情報総
みずほ情報総

2 セイコーイン
スツル
産業技術総合
研究所

特願 2011-0542222011/3/11 パーティクルカ
ウンタ

桑名健太
磯崎瑛宏
富松　大
新荻正隆

伊藤寿浩

BEANS研究所
BEANS研究所
BEANS研究所
セイコーインスツ
ル
産業技術総合研究
所

3 セイコーイン
スツル
産業技術総合
研究所

特願 2011-0542232011/3/11 粒子検出器 桑名健太
磯崎瑛宏
富松　大
新荻正隆

伊藤寿浩

BEANS研究所
BEANS研究所
BEANS研究所
セイコーインスツ
ル
産業技術総合研究
所

4 セイコーイン
スツル
産業技術総合
研究所

特願 2011-0542242011/3/11 マイクロ構造の
製造方法、マイ
クロ構造体、受
光素子及び粒子
検出器

桑名健太
磯崎瑛宏
富松　大
新荻正隆

伊藤寿浩

BEANS研究所
BEANS研究所
BEANS研究所
セイコーインスツ
ル
産業技術総合研究
所

5 アルバック 特願 2011-95426 2011/4/21 ドライエッチン
グ法及び装置

森川泰宏
村山貴英

アルバック

 

2．論文・学会発表 

1）M. Honzumi1 at al., “High-Speed Electret Charging Method Using Vacuum UV 

Irradiation”, Power MEMS 2010, pp173-176. 

2）K. Yamashita at al. “Vibration-driven MEMS energy harvester with vertical 

electrets”, Power MEMS 2010, pp165-168. 

3) 植木 真治他、「ゲート・チャネル間電気機械相互作用を考慮した Vibrating-Body 

Field Effect Transistorのモデリング」 

 日本機械学会第2回マイクロ・ナノ工学シンポジム2011、くにびきメッセ（島根） 

4) 阿波嵜 実他、「金属酸化物微粒子の自己整列構造を用いたガスセンサ」 、 

精密工学会 2011年度春季大会学術講演会（東洋大学） 

5) 磯崎瑛宏他、「パーティクルセンサの小型化に関する研究」、 
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精密工学会２０１１年度春季大会学術講演会（東洋大学） 

6) 藤原信代他、「MEMS等価回路ジェネレータによる特性ばらつき解析」、 

平成 23年電気学会全国大会（大阪大学 豊中キャンパス） 

7) 石垣彰一、他、「X 線 CT 装置計測を用いた MEMS リバースエンジニアリング 第 1

報 試作サンプルによる計測実験とデータ解析例」、 

精密工学会 2011年度春季大会学術講演会（東洋大学） 

8) 谷村他、「デバイス製造プロセス改善のための MEMS リバースエンジニアリング」 

       日本非破壊検査協会春季講演大会（ 2011 年 5月 25 日～26日） 

9 ） M. Honzumi1 at al., “High-speed electret charging using vacuum UV 

photoionization”, Appl. Phys. Lett. 98, 052901 (2011) 

10) T. Fujimori at al., “Low Power Analog to Digital Convertor with Digital 

Calibration for Sensor  Network “, SYMPOSIUM on Design, Test, Integration 

& Packaging of MEMS/MOEMS, Aix-en-Provence, France, 11-13 May 2011 

11) M. Abasaki at al., “Large surface area 3D self assembled nano- porous 

structure for  high sensitivity gas-sensing”, Transducers'11 conference, 

June 5-9, 2011, Beijing, China.  

12) A. Isozaki at al., “Photodiode with Micro Texture for Improving Sensitivity 

at Large Angle of Incidence for Particle Sensors”, Transducers'11 conference, 

June 5-9, 2011, Beijing, China. 

13) K. Yamashita at al., “Vibration-driven MEMS Energy Harvester with Vacuum 

UV-Charged Vertical Electrets”, Transducers'11 conference, June 5-9, 2011, 

Beijing, China. 

14)T. Matsushita, et.al., “Piezoelectric energy harvesters of PZT films 

deposited on Ti cantilevers”,  PowerMEMS2011（IEEE) 

15)  A. Shibuya, et.al., “Developmennt  of   a Minituarized NO2 Gas Sensor 

Based on  Nanoparticles WO3 Thin film on Interdigitated Electrodes”, IEEE 

Sensors 2010 
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